
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     県内中小企業の景況感 

県内中小企業の景況感は、持ち直しの動きがみ

られる。 

先行きについては改善の動きがみられる。 
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さいたまっち コバトン 

特別調査 ＳＤＧｓの認知・取組状況について 

    事業継続計画（ＢＣＰ）の策定について 

彩の国 埼玉県 
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埼 玉 県 産 業 労 働 部 

 

 埼玉県では、四半期ごとに県内中小企業を対象にアンケートとヒアリングによる経営動向

調査を行っています。今回は令和７年１０～１２月期についての結果報告です。 

アンケート調査は、県内中小企業 2,200社に送付し、1,268社から御回答いただきました。 

（回答率 57.6％） 

 



埼玉県四半期経営動向調査（令和７年１０月～１２月期） 

- 1 - 

はじめに 

埼玉県では、県内主要業界・業種の景況について、その現状と見通しに関する調査を四半期ごとに 

実施し、産業労働施策を推進するための基礎資料として活用しております。 

調査結果の公表 

アンケート及びヒアリング調査の結果全体を取りまとめ、原則として、調査月の翌月中に公表します。 

アンケート調査の集計表は埼玉県ホームページに掲載しております。 

埼玉県ホームページ ： https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/doukou.html 
調査方法の概要 

１ 調査の方法 （１）書面によるアンケート調査 （２）業界団体及び個別企業へのヒアリング 

 

 ２ 調査対象期間  令和７年１０～１２月（調査日：令和７年１２月１日時点） 

 

３ 調査対象業種及び回答数 

 対象業種 対象企業数 回答数 回答率 

 

アンケート調査 

 

 

 

製 造 業       

非 製 造 業       

計 

        企業 

     ９６０ 

 １,２４０ 

 ２,２００ 

      企業 

 ５５７ 

 ７１１ 

１,２６８ 

       % 

  ５８.０ 

  ５７.３ 

  ５７.６ 

 

ヒアリング調査 

 

 

 

 

 

製 造 業       

建 設 業 

小 売 業       

飲 食 店 

情報サービス業 

運 輸 業 

サービス業  

計 

     団体・企業 

      ２９  

   ３  

     １１  

１  

        ３  

１  

２  

      ５０  

   

 

 

    ＊ アンケート調査先は、『株式会社東京商工リサーチ埼玉支店』の企業情報から 
    県内中小企業を業種別に抽出しました。 
 
   ＊ 製造業（１２業種） 
   食料品製造、繊維工業、家具・装備品、パルプ・紙・紙加工品、印刷業、化学工業、プラス 
   チック製品、鉄鋼業・非鉄金属、金属製品、電気機械器具、輸送用機械器具、一般機械器具 

   ＊ 非製造業（７業種） 

    建設業、卸売・小売業、飲食店、情報サービス業、運輸業、不動産業、サービス業 
 

業種別の回答数及び回答内容については、ホームページに掲載している集計表を御覧ください。 
 

４ 書面アンケートの集計方法 

アンケート調査については、業種別に景気の動向を観測できる項目を抽出し、前期との対比による増減

又は好転・悪化の割合（％）の差をＤＩ値として集計しています。 

 
 
 
 
 
 
 

   (注１)本文中の割合(％)については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、 
景況感、売上げ、資金繰り及び採算の各ＤＩ値は、±０.１の範囲で差異が生じることがある。 

 (注２)設問によっては未回答もあり、必ずしも回答数の総数(１,２６８件)とは一致しない。  

ＤＩ（景気動向指数：Diffusion Index）とは 

 増加（好転）と回答した企業割合から減少（悪化）と回答した企業割合を差し引いた指数で、企業の

景況判断等の強弱感の判断に使用する指数のことです。 

〈例〉「増加」５０％ 「変わらず」２０％ 「減少」３０％ 

   ＤＩ＝５０％－３０％＝２０ 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/doukou.html
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県内中小企業の景況感は、持ち直しの動きがみられる。 

先行きについては改善の動きがみられる。 
〔景況感ＤＩ〕 
・前期比で５.２ポイント増加し▲３７.３となり、２期連続改善した。 
・業種別では、製造業、非製造業ともに２期連続改善した。 

 
〔景況感の先行きＤＩ〕 
・前期比で０.１ポイント減少し▲１８.７となった。２期ぶりに悪化した。 

 
〔売上げＤＩ、資金繰りＤＩ及び採算ＤＩ〕 
 ・売上げＤＩは▲５．９となり、２期ぶりに改善した。 
・資金繰りＤＩは▲１１.８となり、２期ぶりに改善した。 
・採算ＤＩは▲１７．０となり、３期連続改善した。 

 
〔設備投資の実施率〕 
 ・前期比で２.０％増加し２６.６％となり、３期連続増加した。 
 
〔来期の見通し〕 
 ・売上げＤＩ及び採算ＤＩ、資金繰りＤＩは当期ＤＩより悪化する見通しである。 
 ・設備投資の実施率については当期実施率より減少する見通しとなっている。 

I 調査結果概要 

県内中小企業の経営状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 
 

注１）数値については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、ＤＩを算出すると±0.1 ポイントの範囲で差異が生じ

ることがある。 

注２）「前期」：令和７年７～９月期、「当期」：令和７年１０～１２月期、「来期(先行き)」：令和８年１～３月期 

 

自社業界の景況感ＤＩは ▲３７.３(前期比＋５.２）となり、２期連続改善した。 

業種別にみると、製造業、非製造業ともに２期連続改善した。 

〔景況感ＤＩの推移〕  

  
当 期 

(R7.10-12) 

前 期 

(R7.7-9) 

前年同期 

(R6.10-12) 

全  体 ▲３７．３ ▲４２．５ ▲３８．０ 

製 造 業 ▲３７．８ ▲４８．４ ▲４３．９ 

非製造業 ▲３６．８ ▲３８．２ ▲３３．５ 

先行きについては、「良い方向に向かう」とみる企業は６.９％（前期比±０.０％）、 

「悪い方向に向かう」とみる企業は２５.６％（前期比＋０.１％）だった。 

先行きＤＩは▲１８.７（前期比▲０.１）と、２期ぶりに悪化した。 

〔来期の見通し〕 

  
  良い方向に向かう 悪い方向に向かう 

先行きＤＩ 

(R8.1-3) 

全  体 ６．９％ ２５．６％ ▲１８．７ 

製 造 業 ７．３％ ２７．３％ ▲２０．０ 

非製造業 ６．５％ ２４．２％ ▲１７．７ 
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売上げＤＩは▲５.９（前期比＋１４.３）となり、２期ぶりに改善した。来期は悪化する見通し。 

業種別にみると、製造業は２期ぶりに改善し、非製造業は３期連続改善した。 

来期については、製造業、非製造業ともに当期の売上げＤＩより悪化する見通しである。 

 

 〔売上げＤＩの推移〕 

  
当 期 

(R7.10-12) 

前 期 

(R7.7-9) 

前年同期 

(R6.10-12) 

来期見通し 

(R8.1-3) 

全  体 ▲５．９ ▲２０．３ ▲８．１ ▲１９．２ 

製 造 業 ▲０．２ ▲２１．８ ▲５．７ ▲１９．１ 

非製造業 ▲１０．５ ▲１９．１ ▲１０．０ ▲１９．４ 

 

 

資金繰りＤＩは▲１１.８（前期比＋７.７）となり、２期ぶりに改善した。来期は悪化する見通し。 

業種別にみると、製造業は２期ぶりに改善し、非製造業は２期連続改善した。 

来期については、製造業、非製造業ともに当期の資金繰りＤＩより悪化する見通しである。 

 

〔資金繰りＤＩの推移〕 

  
当 期 

(R7.10-12) 

前 期 

(R7.7-9) 

前年同期 

(R6.10-12) 

来期見通し 

(R8.1-3) 

全  体 ▲１１．８ ▲１９．５ ▲１７．２ ▲１８．６ 

製 造 業 ▲９．８ ▲２３．３ ▲１７．６ ▲１８．３ 

非製造業 ▲１３．４ ▲１６．５ ▲１６．９ ▲１８．９ 

 

 

採算ＤＩは▲１７.０（前期比＋７.２）となり、３期連続改善した。来期は悪化する見通し。 

業種別にみると、製造業、非製造業ともに３期連続改善した。 

来期については、製造業、非製造業ともに当期の採算ＤＩより悪化する見通しである。 

 

〔採算ＤＩの推移〕 

  
当 期 

(R7.10-12) 

前 期 

(R7.7-9) 

前年同期 

(R6.10-12) 

来期見通し 

(R8.1-3) 

全  体 ▲１７．０ ▲２４．２ ▲２３．３ ▲２３．２ 

製 造 業 ▲１０．６ ▲２３．９ ▲２２．３ ▲１９．８ 

非製造業 ▲２２．０ ▲２４．４ ▲２４．１ ▲２５．９ 
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設備投資の実施率は２６.６％(前期比＋２.０％）となり、３期連続増加した。 

来期は減少する見通し。 

業種別にみると、製造業、非製造業ともに３期連続増加した。 

来期については、製造業、非製造業ともに当期の実施率より減少する見通しである。 

 

〔設備投資の実施率〕 

  
当 期 

(R7.10-12) 

前 期 

(R7.7-9) 

前年同期 

(R6.10-12) 

来期見通し 

(R8.1-3) 

全  体 ２６．６％ ２４．６％ ２３．９％ ２１．８％ 

製 造 業 ３１．２％ ２８．１％ ２６．４％ ２６．１％ 

非製造業 ２３．１％ ２１．９％ ２２．０％ １８．５％ 
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＊詳細はＰ１９を御覧ください。 

 

 

 

 

 

業種 コメント 

運輸業 人手不足が深刻化しており、今後の見通しは不透明である。 

情報サービス業 社会全体でＤＸへの投資意欲が高まっており、良い方向に向かうと考えている。 

旅行業 各種コストが増加傾向にあるため、事業環境はますます厳しくなると予想している。 

スーパー 更なる売上高の増加が見込まれており、来期以降も出店を計画している。 

電気機械器具 米国の関税政策の影響で発注を控えていた企業が、日米関税交渉合意を契機に発注を

再開し始めた。景況感は回復していくとみている。 

プラスチック製品 主要取引先が事業の縮小や人員の削減を進めており、先行きの不透明感が強い。 

金属製品 米国の関税政策による駆け込み需要の反動で受注が低迷している。業界内で過剰在庫

が発生しており、当面は厳しい状況が続くとみられる。 

 

業種 コメント 

建設業 公共工事の受注が順調に推移しており、好況である。 

銑鉄鋳物 業界全体で取引量が減少傾向にあり、廃業する企業も出てきている。 

宿泊業 広報活動に力を入れたことで予約数が順調に推移しており、好況である。 

電気機械器具 パワー半導体関連の受注が低調に推移しており、不況である。 

商店街 飲食店は好調な店舗が多い一方で、物販店は依然として厳しい状況が続いている。 

金属製品 業界全体で廃業する事業者が増えており、不況である。 

食料品製造 複数の取引先から増産の依頼を受けており、好況である。 

 

業種 コメント 

一般機械器具 大口受注を複数件獲得したため、売上高は前年同期比で増加している。 

飲食店 コストの上昇に対して値上げが追い付かず、採算は悪化している。 

情報サービス業 新規取引を安定して獲得できており、売上高も順調に増加している。 

輸送用機械器具 自動車関連の受注が順調に推移しており、売上高は前年同期比で増加している。 

百貨店 複数の催事を企画しており、売上高は増加する見込みである。 

印刷業 生産工程の管理方法を見直したことにより、採算性は改善した。 

工業塗装 設備投資の影響により、工場の稼働率が一時的に下がっているため、前年同期比で売

上高は減少している。 
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  自社業界の景気について「好況である」とみる企業は５.２％、「不況である」とみる企業は 

４２.５％で、景況感ＤＩ（「好況である」－「不況である」企業の割合）は▲３７.３となった。 

 前期（▲４２.５）から５.２ポイント増加し、２期連続改善した。 

 

II 調査結果の詳細（アンケート調査からみた経営動向） 

＊ 数値については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、ＤＩを算出すると±0.1 ポイントの範囲で差異が

生じることがある。 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

「好況である」とみる企業は５.５％、「不況である」とみる企業は４３.３％で、景況感ＤＩは

▲３７.８となった。前期（▲４８.４）から１０.５ポイント増加し、２期連続改善した。 

業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「電気機械器具」「食料品製造」等の１０業種が前期か

ら改善し、「プラスチック製品」「化学工業」の２業種は悪化した。特に、「電気機械器具」は前

期比で２３.６ポイント増加し、前年同期比でも３０.０ポイント増加した。 

 

    非製造業 

「好況である」とみる企業は５.０％、「不況である」とみる企業は４１.８％で、景況感ＤＩは

▲３６.８となった。前期（▲３８.２）から１.３ポイント増加し、２期連続改善した。 

業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「不動産業」「サービス業」等の４業種が前期から改善 

し、「建設業」「卸売・小売業」等の３業種は悪化した。特に、「不動産業」は前期比で１６.０ 

ポイント増加した。 

 

〔業種別の景況感ＤＩ〕 

 

〔景況感ＤＩの推移〕 

 

 

 

 

 

 

 

5.0%

5.5%

5.2%

53.2%

51.2%

52.3%

41.8%

43.3%

42.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非製造業

(n=660)

製造業

(n=510)

全体

(n=1,170)

好況である 普通である 不況である

▲ 37.3

▲ 37.8

▲ 36.8

  
当期ＤＩ 

(R7.10-12) 

前期比 

(R7.7-9) 

前年同期比 

(R6.10-12) 

来期見通しＤＩ 

(R8.1-3 の見通し) 

前期比[前回調査] 

(R7.10-12 の見通し) 

全  体 ▲３７．３ ＋５．２ ＋０．７ ▲１８．７ ▲０．１ 

製 造 業 ▲３７．８ ＋１０．５ ＋６．１ ▲２０．０ ▲０．４ 

非製造業 ▲３６．８ ＋１．３ ▲３．３ ▲１７．７ ＋０．１ 
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〔景況感ＤＩの推移〕 

 
 

〔従業員規模別の景況感〕 
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 先行きについては、「良い方向に向かう」とみる企業は６.９％（前期比±０.０％）、 

「悪い方向に向かう」とみる企業は２５.６％（前期比＋０.１％）だった。 

先行きＤＩは▲１８.７（前期比▲０.１）と、２期ぶりに悪化した。 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

先行きＤＩは▲２０.０（前期比▲０.４）と、２期ぶりに悪化した。 

  非製造業 

先行きＤＩは▲１７.７（前期比＋０.１）と、２期連続改善した。 

 

〔来期の景況感ＤＩ〕 
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良い方向に向かう どちらともいえない 悪い方向に向かう

▲ 20.0
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▲ 17.7



埼玉県四半期経営動向調査（令和７年１０月～１２月期） 

- 11 - 

〔景況感ＤＩの推移（詳細）〕 

 

景況感ＤＩの推移

R6. R7. R7. R7. R7. R8.

10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期

（当　期） （見通し）

▲ 38.0 ▲ 40.8 ▲ 44.7 ▲ 42.5 ▲ 37.3 5.2 0.7 ▲ 18.7

▲ 43.9 ▲ 46.9 ▲ 49.8 ▲ 48.4 ▲ 37.8 10.5 6.1 ▲ 20.0

▲ 20.5 ▲ 45.2 ▲ 34.1 ▲ 38.5 ▲ 15.2 23.2 5.2 ▲ 23.4

▲ 51.9 ▲ 54.5 ▲ 57.6 ▲ 65.5 ▲ 55.0 10.5 ▲ 3.1 ▲ 36.8

▲ 35.7 ▲ 45.2 ▲ 46.7 ▲ 46.7 ▲ 33.3 13.3 2.4 ▲ 28.0

▲ 51.0 ▲ 62.0 ▲ 62.5 ▲ 55.1 ▲ 47.4 7.7 3.7 ▲ 25.0

▲ 46.3 ▲ 68.9 ▲ 69.2 ▲ 51.3 ▲ 50.0 1.3 ▲ 3.7 ▲ 12.8

▲ 31.1 ▲ 11.1 ▲ 33.3 ▲ 31.6 ▲ 32.0 ▲ 0.4 ▲ 0.9 ▲ 18.8

▲ 45.5 ▲ 39.6 ▲ 59.5 ▲ 50.0 ▲ 52.5 ▲ 2.5 ▲ 7.0 ▲ 40.5

▲ 68.4 ▲ 60.8 ▲ 46.3 ▲ 55.6 ▲ 42.6 13.0 25.9 ▲ 18.6

▲ 48.6 ▲ 48.5 ▲ 49.3 ▲ 43.3 ▲ 41.1 2.3 7.6 ▲ 28.3

▲ 50.0 ▲ 39.1 ▲ 48.1 ▲ 43.6 ▲ 20.0 23.6 30.0 ▲ 4.3

▲ 18.6 ▲ 31.8 ▲ 39.6 ▲ 52.4 ▲ 30.0 22.4 ▲ 11.4 ▲ 12.5

▲ 54.2 ▲ 46.4 ▲ 53.8 ▲ 50.8 ▲ 45.8 5.1 8.5 ▲ 8.6

   非  製  造  業 ▲ 33.5 ▲ 36.1 ▲ 40.7 ▲ 38.2 ▲ 36.8 1.3 ▲ 3.3 ▲ 17.7

▲ 27.3 ▲ 22.9 ▲ 39.5 ▲ 27.7 ▲ 32.3 ▲ 4.6 ▲ 5.0 ▲ 17.6

 総合工事業 ▲ 36.4 ▲ 18.2 ▲ 42.9 ▲ 29.5 ▲ 26.8 2.7 9.5 ▲ 5.1

 職別工事業 ▲ 35.4 ▲ 42.6 ▲ 57.7 ▲ 36.0 ▲ 42.9 ▲ 6.9 ▲ 7.4 ▲ 28.6

 設備工事業 ▲ 10.6 ▲ 4.3 ▲ 15.2 ▲ 17.0 ▲ 27.7 ▲ 10.6 ▲ 17.0 ▲ 18.2

▲ 44.5 ▲ 51.4 ▲ 52.6 ▲ 48.6 ▲ 52.0 ▲ 3.4 ▲ 7.4 ▲ 25.5

（卸売業） ▲ 39.7 ▲ 43.0 ▲ 47.1 ▲ 43.4 ▲ 44.7 ▲ 1.3 ▲ 5.0 ▲ 20.8

 繊維・衣服等 ▲ 60.0 ▲ 53.3 ▲ 50.0 ▲ 43.8 ▲ 84.6 ▲ 40.9 ▲ 24.6 ▲ 53.8

  飲食料品 ▲ 32.3 ▲ 34.6 ▲ 34.8 ▲ 45.5 ▲ 4.8 40.7 27.5 ▲ 33.3

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 44.0 ▲ 48.3 ▲ 50.0 ▲ 42.9 ▲ 54.5 ▲ 11.7 ▲ 10.5 ▲ 23.8

 機械器具 ▲ 18.2 ▲ 26.9 ▲ 50.0 ▲ 23.8 ▲ 16.0 7.8 2.2 4.2

その他 ▲ 47.8 ▲ 61.1 ▲ 50.0 ▲ 57.7 ▲ 81.8 ▲ 24.1 ▲ 34.0 ▲ 15.0

（小売業） ▲ 48.9 ▲ 58.4 ▲ 57.5 ▲ 53.0 ▲ 57.9 ▲ 5.0 ▲ 9.0 ▲ 29.0

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 55.3 ▲ 75.7 ▲ 75.0 ▲ 72.2 ▲ 66.7 5.6 ▲ 11.4 ▲ 37.5

 飲食料品 ▲ 55.6 ▲ 60.6 ▲ 50.0 ▲ 54.5 ▲ 62.5 ▲ 8.0 ▲ 6.9 ▲ 34.4

 機械器具 ▲ 35.7 ▲ 44.8 ▲ 45.2 ▲ 34.8 ▲ 50.0 ▲ 15.2 ▲ 14.3 ▲ 7.1

 その他 ▲ 45.5 ▲ 50.0 ▲ 59.0 ▲ 45.2 ▲ 51.5 ▲ 6.3 ▲ 6.1 ▲ 34.4

▲ 42.9 ▲ 46.5 ▲ 42.5 ▲ 42.9 ▲ 45.0 ▲ 2.1 ▲ 2.1 ▲ 22.0

▲ 15.3 ▲ 8.3 ▲ 16.0 ▲ 20.4 ▲ 16.1 4.3 ▲ 0.8 ▲ 9.1

▲ 29.5 ▲ 42.2 ▲ 30.4 ▲ 35.4 ▲ 32.4 3.0 ▲ 2.9 ▲ 11.4

▲ 20.5 ▲ 26.8 ▲ 39.5 ▲ 38.2 ▲ 22.2 16.0 ▲ 1.8 ▲ 19.4

▲ 29.8 ▲ 29.8 ▲ 33.1 ▲ 36.1 ▲ 26.5 9.6 3.3 ▲ 8.3

 専門サービス業 ▲ 19.5 ▲ 16.7 ▲ 23.8 ▲ 20.0 ▲ 20.0 0.0 ▲ 0.5 ▲ 2.5

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 45.2 ▲ 51.3 ▲ 47.2 ▲ 54.8 ▲ 46.2 8.7 ▲ 1.0 ▲ 16.0

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 30.6 ▲ 35.0 ▲ 38.9 ▲ 45.2 ▲ 25.0 20.2 5.6 ▲ 13.5

 その他の事業サービス業 ▲ 27.3 ▲ 13.9 ▲ 23.5 ▲ 32.4 ▲ 20.0 12.4 7.3 ▲ 3.3

単位：ＤＩ

   製　　造　　業

前期比

 食料品製造

卸

売

小

売

 金属製品

 不動産業

 サービス業

 建　設　業

 運輸業

 電気機械器具　

増　 減

 情報サービス業

 家具・装備品

 繊維工業

 一般機械器具

 プラスチック製品

 鉄鋼業・非鉄金属

 卸売・小売業

 輸送用機械器具

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 化学工業

 飲　食　店

前年
同期比

業　　　　　　　種

 全 　 　　　　体
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  前期と比べ、売上げが「増加した」と答えた企業は２３.１％、「減少した」と答えた企業は 

２９.０％で、売上げＤＩ（「増加した」－「減少した」と答えた企業の割合）は▲５.９と 

なった。前期（▲２０.３）から１４.３ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

先行きについて、売上げが「増加する見通し」と答えた企業は１３.７％、「減少する見通し」と

答えた企業は３２.９％であった。 

 当期の売上げＤＩ（▲５.９）と比べて、来期ＤＩは▲１９.２（当期比▲１３.３）と悪化する 

見通しである。 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

売上げが「増加した」と答えた企業は２７.３％、「減少した」と答えた企業は２７.５％で、

売上げＤＩは▲０.２となった。前期（▲２１.８）から２１.６ポイント増加し、２期ぶりに改善

した。 

業種別にＤＩ値をみると、１２業種全てが前期から改善した。特に、「パルプ・紙・紙加工

品」は前期比で４４.３ポイント増加し、前年同期比でも２０.４ポイント増加した。 

 

  非製造業 

 売上げが「増加した」と答えた企業は１９.８％、「減少した」と答えた企業は３０.２％で、

売上げＤＩは▲１０.５となった。前期（▲１９.１）から８.７ポイント増加し、３期連続改善し

た。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「不動産業」「飲食店」等の６業種が前期から改善し、

「運輸業」は悪化した。特に、「不動産業」は前期比で１９.９ポイント増加し、前年同期比で

も２２.７ポイント増加した。 

 

〔売上げ実績〕 

  増加した 減少した ＤＩ 前期比 前年同期比 

全  体 ２３．１％ ２９．０％ ▲５．９ ＋１４．３ ＋２．２ 

製 造 業 ２７．３％ ２７．５％ ▲０．２ ＋２１．６ ＋５．５ 

非製造業 １９．８％ ３０．２％ ▲１０．５ ＋８．７ ▲０．５ 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

      来期の売上げＤＩは▲１９.１（当期比▲１８.９）と悪化する見通しである。 

  非製造業 

      来期の売上げＤＩは▲１９.４（当期比▲８.９）と悪化する見通しである。 

 

        (注)全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ４７)を御覧ください。 
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 前期と比べ、資金繰りが「良くなった」と答えた企業は９.３％、「悪くなった」と答えた企業は 

２１.１％で、資金繰りＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」と答えた企業の割合）は▲１１.８と 

なった。前期（▲１９.５）から７.７ポイント増加し、２期ぶりに改善した。 

 先行きについて、資金繰りが「良くなる見通し」と答えた企業は６.４％、「悪くなる見通し」と 

答えた企業は２５.０％であった。 

 当期の資金繰りＤＩ（▲１１.８）と比べて、来期ＤＩは▲１８.６（当期比▲６.８）と悪化する 

見通しである。 

 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

 資金繰りが「良くなった」と答えた企業は１１.４％、「悪くなった」と答えた企業は２１.２％

で、資金繰りＤＩは▲９.８となった。前期（▲２３.３）から１３.５ポイント増加し、２期ぶり

に改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種全てが前期から改善した。特に、「繊維工業」は前期比で 

３５.７ポイント増加し、前年同期比でも２９.６ポイント増加した。 

 

  非製造業 

資金繰りが「良くなった」と答えた企業は７.６％、「悪くなった」と答えた企業は２１.０％

で、資金繰りＤＩは▲１３.４となった。前期（▲１６.５）から３.１ポイント増加し、２期連続

改善した。 

業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「不動産業」「サービス業」等の４業種が前期から改善

し、「建設業」「運輸業」等の３業種は悪化した。特に、「不動産業」は前期比で２０.０ポイン

ト増加し、前年同期比でも１８.２ポイント増加した。 

 

〔資金繰り実績〕 

  良くなった 悪くなった ＤＩ 前期比 前年同期比 

全  体 ９．３％ ２１．１％ ▲１１．８ ＋７．７ ＋５．４ 

製 造 業 １１．４％ ２１．２％ ▲９．８ ＋１３．５ ＋７．８ 

非製造業 ７．６％ ２１．０％ ▲１３．４ ＋３．１ ＋３．５ 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

 来期の資金繰りＤＩは▲１８.３（当期比▲８.５）と悪化する見通しである。 

  非製造業 

 来期の資金繰りＤＩは▲１８.９（当期比▲５.５）と悪化する見通しである。 

 

 (注)全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ４８)を御覧ください。 
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前期と比べ、採算が「良くなった」と答えた企業は１２.４％、「悪くなった」と答えた企業は 

２９.４％で、採算ＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」と答えた企業の割合）は▲１７.０とな

った。前期（▲２４.２）から７.２ポイント増加し、３期連続改善した。 

 

先行きについて、採算が「良くなる見通し」と答えた企業は８.５％、「悪くなる見通し」と答え

た企業は３１.８％であった。 

 当期の採算ＤＩ（▲１７.０）と比べて、来期ＤＩは▲２３.２（当期比▲６.２）と悪化する見通

しである。 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

 採算が「良くなった」と答えた企業は１５.９％、「悪くなった」と答えた企業は２６.６％で、

採算ＤＩは▲１０.６となった。前期（▲２３.９）から１３.２ポイント増加し、３期連続改善し

た。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種全てが前期から改善した。特に、「パルプ・紙・紙加工品」

は前期比で２４.９ポイント増加し、前年同期比でも２１.５ポイント増加した。 

 

  非製造業 

 採算が「良くなった」と答えた企業は９.７％、「悪くなった」と答えた企業は３１.７％で、採

算ＤＩは▲２２.０となった。前期（▲２４.４）から２.４ポイント増加し、３期連続改善した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「不動産業」「運輸業」等の５業種が前期から改善し、

「情報サービス業」「建設業」の２業種は悪化した。特に、「不動産業」は前期比１２.４ポイント

増加し、前年同期比でも１６.３ポイント増加した。 

 

〔採算実績〕 

  良くなった 悪くなった ＤＩ 前期比 前年同期比 

全  体 １２．４％ ２９．４％ ▲１７．０ ＋７．２ ＋６．３ 

製 造 業 １５．９％ ２６．６％ ▲１０．６ ＋１３．２ ＋１１．７ 

非製造業 ９．７％ ３１．７％ ▲２２．０ ＋２．４ ＋２．０ 

      

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

来期の採算ＤＩは▲１９.８（当期比▲９.２）と悪化する見通しである。 

  非製造業 

来期の採算ＤＩは▲２５.９（当期比▲３.９）と悪化する見通しである。 

 (注) 全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ４９)を御覧ください。  
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 当期に「設備投資を実施した」と答えた企業は２６.６％で、前期（２４.６％）から２.０ポイン

ト増加し、３期連続増加した。 

 内容をみると、「生産・販売設備（建設機械を含む）」が４５.６％で最も高く、「情報化機器」

が２８.８％、「車輌・運搬具」が２６.３％と続いている。 

 目的では、「更新、維持・補修」が７６.８％で最も高く、「生産・販売能力の拡大」が 

２６.３％、「合理化・省力化」が２１.８％と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

 「設備投資を実施した」と答えた企業は３１.２％で、前期（２８.１％）から３.１ポイント増加

し、３期連続増加した。また、前年同期（２６.４％）から４.７ポイント増加した。 

 業種別でみると、１２業種中、「パルプ・紙・紙加工品」「一般機械器具」等の８業種が前期か

ら増加し、「輸送用機械器具」「印刷業」等の４業種は減少した。 

 設備投資の内容は、「生産・販売設備（建設機械を含む）」が６３.６％で最も高く、次いで、

「情報化機器」が２４.１％、「車輌・運搬具」が１８.５％と続いている。 

 設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が７６.６％で最も高く、次いで「合理化・省力化」が

２７.３％、「生産・販売能力の拡大」が２６.６％と続いている。 

 

  非製造業 

 「設備投資を実施した」と答えた企業は２３.１％で、前期（２１.９％）から１.１ポイント増加

し、３期連続増加した。また、前年同期（２２.０％）から１.１ポイント増加した。 

 業種別でみると、７業種中、「飲食店」「運輸業」等の５業種が前期から増加し、「建設業」

「情報サービス業」の２業種は減少した。 

 設備投資の内容は、「車輌・運搬具」が３４.２％で最も高く、次いで、「情報化機器」が 

３３．５％、「生産・販売設備（建設機械を含む）」が２７.２％と続いている。 

  設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が７７.０％で最も高く、次いで「生産・販売能力の拡

大」が２５.９％、「合理化・省力化」が１５.８％と続いている。 

 

〔設備投資実施率〕 

  実施した 実施しなかった 前期比 前年同期比 

全  体 ２６．６％ ７３．４％ ＋２．０ ＋２．７ 

製 造 業 ３１．２％ ６８．８％ ＋３．１ ＋４．７ 

非製造業 ２３．１％ ７６．９％ ＋１．１ ＋１．１ 
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 来期に「設備投資を実施する予定」と答えた企業は２１.８％で、当期（２６.６％）から４.８ポ

イント減少する見通しである。 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

 「設備投資を予定している」と答えた企業は２６.１％となっており、減少する見通しである。 

  非製造業 

 「設備投資を予定している」と答えた企業は１８.５％となっており、減少する見通しである。 

         (注) 全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ５０)を御覧ください。 

 

〔業種別・設備投資実施率〕                        

                          

＊数値は当期の実施率 
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〔設備投資実施率の推移〕 

 

〔設備投資の内容【複数回答】〕 
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〔設備投資の目的【複数回答】〕 
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III ヒアリング調査からみた企業の声 

 

① 【景況感】 

・不況である。業界全体で技術者の高齢化が進み、人手不足を要因とした廃業が増加している。 

・仕入れの大半を輸入に依存しているため、円安の進行によりコストが増加し続けており、不況であ

る。 

・自動車関連の受注は低調に推移している一方、食品や医療関連の受注は回復傾向にあり、全体的な

景況感は普通である。 

② 【売上高】 

・取引先の在庫調整の影響により、受注は減少傾向が続いており、売上高は前年同期比で減少してい

る。 

・大口受注を複数件獲得したため、売上高は前年同期比で１０パーセント程度増加している。 

・値上げを行ったことに加え、受注も順調に推移しているため、売上高は前年同期比で増加してい

る。 

③ 【受注単価】 

・定期的に価格改定を実施しており、コスト上昇分を１００パーセント転嫁できているため、受注単

価は上昇している。 

・受注単価は変わっていない。業界内で供給過多の状態が続いているため、受注を確保すべく値上げ

を行っていない。 

・値上げを実施しているため、受注単価は上昇している。一方で、コスト上昇分を完全に価格に転嫁

することはできていない。 

④ 【人件費】 

・人件費は増加している。業績は厳しいものの、社会情勢を踏まえると、賃上げを行わざるを得ない

状況にある。 

・従業員は減少傾向にあるものの、ベースアップを行ったことにより、人件費は増加している。 

・人件費は変わっていない。業績が低調なため賃上げができておらず、当面は現状の水準を維持する

予定である。 

⑤ 【原材料価格・その他諸費用】 

・原材料の市場価格は下降傾向にあるものの、輸送コストが上昇しているため、結果として原材料価

格は上昇している。 

・原材料価格に大きな変動はないものの、全体的に高止まりが続いている。 

⑥ 【採算性】 

・生産調整を行っているため、工場の稼働率が低下し、採算は悪化している。 

・値上げ交渉を行っているものの理解を得られず、採算は悪化傾向にある。 

・売上げは減少傾向にあるが、生産性を向上させることで採算を維持している。 
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① 【景況感】 

・日米関税交渉の合意により、自動車関連の取引は回復しつつある。好況には至っていないものの、

一時期と比べて状況は改善傾向にある。 

・国内における商用車の需要に大きな変化は見られず、景況感は安定している。 

・自動車関連の取引は想定より減少しておらず、自動車以外の受注は増加傾向にある。そのため、今

後は良い方向に向かうと考えている。 

② 【売上高】 

・売上高は横ばいで推移している。受注量も前期と同水準で安定している。 

・新規取引の話が複数件あり、受注の増加が見込まれるため、売上高も増加する見通しである。 

・自動車関連の受注が順調に推移しており、売上高は前年同期比で増加している。 

③ 【受注単価】 

・受注単価は変わっていない。既存取引の値上げには時間と労力がかかるため、新規取引を増やすこ

とで受注単価を上昇させていく。 

・値上げ交渉は一段落し、原材料価格も安定しているため、受注単価は変わっていない。 

・値上げは行っていないものの、受注単価の低い取引を解消したことで、平均受注単価は上昇してい

る。 

④ 【原材料価格・その他諸費用】 

・銅や真鍮を中心に原材料価格は上昇している。 

・電気代が上昇すると聞いており、今後コストが上昇する見込みである。 

⑤ 【採算性】 

・値上げ交渉は進んでいるものの、各種コストも上昇しており、採算は悪化している。 

・利益率の改善を目的として外部コンサルタントを導入し、生産工程の見直しを行うことで、採算の

改善を図っていく。 
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① 【景況感】 

・電気自動車市場の減速により、パワー半導体関連の受注が低調に推移しているため、不況である。 

・米国の関税政策の影響で発注を控えていた企業が、日米関税交渉合意を契機に発注を再開し始め

た。景況感は回復しつつあると感じている。 

・景況感は普通である。受注件数は増加傾向にあるものの、小口の案件が多い。一方で、大口の案件

はコストの低い海外企業に取られてしまっている。 

② 【売上高】 

・新規の取引を順調に獲得できており、売上高は前年同期比で１０パーセント程度増加した。 

・受注量は減少しているが、値上げにより製品単価が上昇しているため、売上高は前年同期と同水準

で推移している。 

・新規の大口受注獲得や既存取引の受注量増加により、売上高は前年同期比で２０パーセント程度増

加している。 

③ 【受注単価】 

・受注単価は変わっていない。値上げを検討しているが、競合が激しく価格交渉が思うように進んで

いない。 

・継続的に値上げを行っており、受注単価は１０～３０パーセント程度上昇している。 

・値上げ交渉を行っているものの、時間がかかっているため、受注単価は変わっていない。 

④ 【原材料価格】 

・円安の影響で、輸入により調達している原材料の価格が上昇している。 

・原材料価格は一部で下がっているものもあるが、全体的には上昇傾向が続いている。 

⑤ 【採算性】 

・原材料価格が安定している中で、価格転嫁が進展した結果、採算は良くなっている。 

・新規取引を獲得できたことで、採算性の低い既存取引の見直しを進めることが可能になり、全体の

採算性は改善している。 
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① 【景況感】 

・受注は全体的に回復傾向にあり、好況が続いている。競合他社の廃業などを背景に、新規取引の話

も増えつつある。 

・半導体関連の取引は、米国の関税政策による駆け込み需要の反動で受注が低迷している。業界内で

過剰在庫が発生しており、当面は厳しい状況が続くとみられる。 

・業界全体で廃業する事業者が増えており、不況である。 

② 【売上高】 

・主力製品である医療機器や産業用機械関連の受注が低迷しており、前年同期比で売上高は減少して

いる。 

・製品単価は上昇しているものの、主力製品の受注が大幅に減少しているため、売上高は減少傾向に

ある。 

・保安設備関連の受注が好調で、売上高は増加傾向にある。 

③ 【受注単価】 

・取引先への値上げ交渉は１年前に完了しており、受注単価は変わっていない。 

・定期的に値上げを行っており、コスト上昇分を１００パーセント価格に転嫁できている。一方で、

業界全体の企業収益は伸び悩んでいるため、今後の交渉は難しくなると考えている。 

・コスト上昇に伴い値上げを行っているため、受注単価は上昇している。 

④ 【人件費】 

・最低賃金の改定があったため、人件費は増加している。 

・賃上げを行ったため、人件費は増加している。賃上げに関するニュースや新聞などを見た従業員の

期待が高まっていることから、今後も賃上げが必要であると考えている。 

・人件費は増加している。業績が厳しい中でも、人材確保のために賃上げをせざるを得ない。 

⑤ 【採算性】 

・コスト上昇分は価格に転嫁できており、採算性は前年同期と比べて変わっていない。 

・価格改定を実施していないことに加え、原材料価格も安定しているため、採算性はほとんど変わっ

ていない。 
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① 【景況感】 

・医療機器関連の受注が増加傾向にあり、好況である。 

・景況感は普通である。米国の関税政策の影響を受け、主要取引先が事業の縮小を進めており、一部

の製品では受注が減少している。 

・特定の製品に限らず、全体的に受注が減少している。景気の後退を強く感じている。 

② 【売上高】 

・一部の製品で受注量が減少しているものの、新規取引の獲得で補っており、売上高は横ばいを維持

している。 

・住宅関連の受注が減少しており、社内で設定している目標額を１０パーセント程度下回っている。 

③ 【受注単価】 

・原材料価格が安定しているため、受注単価は据え置いている。 

・受注単価はほとんど変わっていない。原材料価格が低下傾向にあるため、今後は取引先から値下げ

を求められる可能性がある。 

④ 【人件費】 

・従業員数が減少したため、全体の人件費は減少している。一方で、定期的な賃上げにより、１人当

たりの人件費は増加している。 

・賃上げを実施しているものの、退職者が出たことで人件費は減少している。 

⑤ 【原材料価格】 

・中国の個人消費低迷により、プラスチック関連の原材料価格は低下傾向にある。 

・原材料価格はあまり変わっていない。原油価格と連動しているため、地政学リスクも含めて注視し

ている。 

⑥ 【採算性】 

・取引先と良好な関係を築いており、コスト上昇分は１００パーセント価格に転嫁できており、採算

は良くなっている。 

・生産性が向上したことで人員の適正化が進み、採算性は改善した。 
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① 【景況感】 

・複数の取引先から増産の依頼を受けており、好況である。今後も積極的に設備投資を行い、生産能

力の更なる増強を図っていく。 

・季節的な要因もあり、受注が大きく伸びている。新商品の受注も順調に推移しており、全体として

好況が続いている。 

② 【売上高】 

・定期的に新商品を導入することで、受注が順調に増加し、売上高も前年同期比で大幅に増加してい

る。 

・売上高は増加している。海外展開やネット販売など販路の拡大を行った結果、販売量も着実に増加

している。 

③ 【受注単価】 

・商品の価格改定を行ったため、受注単価は上昇している。一方で、コスト上昇分の５０パーセント

程度しか転嫁できていない。 

・年２回価格改定を行っており、前年同期比で受注単価は上昇している。発注側企業も理解を示して

おり、以前よりも価格交渉がしやすくなっていると感じている。 

④ 【人件費】 

・ベースアップを行い、賞与も増額しているため、人件費は前年同期比で増加している。 

・人材の流出を防ぐために、パート社員の正社員登用を進めており、人件費は増加している。 

⑤ 【原材料価格】 

・原材料価格は上昇している。特に輸入品は円安の影響もあり、価格の上昇幅が大きくなっている。 

・主要な原材料の国際価格は低下傾向にあるため、来期以降は原材料価格の低下が見込まれる。 

⑥ 【採算性】 

・売上高の増加により利益額は増えているものの、利益率は低下している。設備投資を通じて、省人

化や合理化を図り、採算性の改善を目指している。 

・利益率の高い高付加価値商品を開発したことで、採算は良くなっている。 
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① 【景況感】 

・主要取引先からの受注減少に加え、原材料価格が上昇しているため、不況である。 

・不況である。業界全体で取引量が減少傾向にあり、廃業する企業も複数出てきている。 

② 【受注単価】 

・各種コストの増加に伴い値上げを実施したため、受注単価は上昇している。取引先も理解を示して

おり、円滑に交渉を進めることができている。 

・受注単価は変わっていない。原材料価格が安定しているため、価格交渉は行っていない。 

③ 【人件費】 

・業界内では人材確保の観点から、３パーセント程度の賃上げを行う企業が多い。 

・人件費は増加している。採算は悪化しているが、人材の流出を防ぐためには賃上げせざるを得な

い。 

④ 【原材料価格・その他諸費用】 

・冬場は主要な原材料である石炭の価格が上昇する傾向にあるため、原材料費も増加する見込みであ

る。 

・物価高やエネルギー価格の高止まりが続いているため、原材料価格は上昇傾向にある。一方で、今

後は銑鉄の価格が低下する可能性があると聞いている。 

⑤ 【採算性】 

・コストの上昇が続いているものの、値上げを行ったため、採算は変わっていない。 

・採算は悪化している。コストの上昇が続く中、取引先との関係悪化を懸念して値上げを行うことが

できていない。 
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① 【景況感】 

・景況感は普通である。競合他社が事業を縮小している影響もあり、新規取引は増加傾向にある。 

・紙媒体の需要減少により、業界内の取引量は引き続き減少している。廃業数も増加傾向にあり、業

界全体で不況である。 

② 【売上高】 

・一時的に大口の受注があったため、売上高は前年同期比で増加している。 

・売上高は横ばいで推移している。既存取引先からの受注は減少しているものの、新規取引の獲得に

より減少分を補っている。 

③ 【受注単価】 

・受注単価は変わっていない。受注量が減少傾向にあるため、値上げを行うことができていない。 

・値上げ交渉は必要に応じて随時行っているため、受注単価は上昇している。 

④ 【人件費】 

・従業員数が減少したため、人件費も減少している。 

・最低賃金の改定があったため、人件費は前年同期比で増加している。 

⑤ 【原材料価格】 

・紙やインクの価格が５～１０パーセント程度上昇している。 

・紙・パルプ・インクは前年同期比で１０～１５パーセント程度値上がりしている。 

⑥ 【採算性】 

・生産工程の管理方法を見直したことにより、採算性は改善した。 

・コストの上昇に対して値上げが追い付いていないものの、採算管理を厳格に行うことで採算性を維

持している。 

 

 

① 【景況感】 

・米国関税政策の影響により、主要取引先の業績が低迷している。それに伴い受注が大幅に減少して

おり、不況である。 

② 【売上高】 

・設備投資の影響により、工場の稼働率が一時的に下がっているため、前年同期比で売上高は減少し

ている。 

③ 【受注単価】 

・値上げを行ったため、受注単価は上昇している。提示した希望額がおおむね受け入れられており、

以前と比べて交渉しやすくなったと感じている。 

④ 【人件費】 

・人件費は増加している。最低賃金の改定があったため、従業員の給与体系の見直しを行った。 

⑤ 【原材料価格】 

・塗料メーカーの事業縮小などの影響で、塗料価格は上昇し続けている。 

⑥ 【採算性】 

・売上げが減少しており、固定費の負担が大きくなっているため、採算は悪化している。 
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① 【景況感】 

・景況感は横ばいである。キャンペーンなどで一時的に販売量は増加しているものの、通常月の販売

量は依然として厳しい状況が続いている。 

・物価の高騰により客単価は上昇している一方で、売上品目の数は減少している。景況感は普通であ

る。 

② 【売上高】 

・前年同期比で売上高は横ばいである。滞在時間の拡大に向けた取組を進めており、客単価の上昇を

図っている。 

・来店客数を増やすために複数の催事を企画しており、売上高は増加する見込みである。 

③ 【消費者の動向等】 

・金の需要は高まっているものの、在庫不足のため販売できていない。ブランドの時計など高価格帯

の商品が売れており、富裕層の購買意欲は堅調であると感じている。 

・季節の変わり目で気温が下がったことにより、婦人服の売行きが順調に推移している。 

 

 

① 【景況感】 

・不況である。業界全体で物価高騰の影響により、消費者の節約志向が強まっているため、販売量が

減少している。 

・来店客数が減少しており不況である。大量仕入れにより価格を安くできる大型スーパーへ客が流れ

てしまっている。 

・昨今の物価高の影響により、増収ながら減益となる企業が増えている。業界全体で見ると不況であ

る。 

② 【売上高】 

・天候に恵まれたため、売上高は前年同期比で５パーセント程度増加している。 

・新規出店により売上高は増加している。来期以降も出店を計画しており、更なる売上高の増加が見

込まれる。 

③ 【諸経費】 

・最低賃金の改定により、人件費が大幅に増加している。 

・ポイント還元率の引上げなどの施策により、広告費は増加傾向にある。 

④ 【商品別の動向等】 

・野菜の販売が好調である。一時期と比べて価格が下がったため、購入点数が増えている。 

・手軽さなどを背景に、惣菜の売上げは順調に伸びている。 
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① 【景況感】 

・景況感は普通である。商店街の街並みがアニメで取り上げられたため来街者数は増加しているが、

恩恵を受けているのは一部の店舗に限定されている。 

・店舗ごとに景況感は異なるが、飲食店では好調な店舗が多い一方、物販店は依然として厳しい状況

が続いている。 

② 【来街者】 

・天候不良や寒暖差の影響で、来街者数は思うように増えていない。 

・イベント開催時には一時的に来街者数が増加するものの、通常時の来街者数は減少傾向にある。 

③ 【個店の状況】 

・物販系の店舗は全般的に厳しい状況にある。特に金物店は、ネット通販やホームセンターに顧客を

奪われており、経営の厳しさが増している。 

・飲食店が順調に売上げを伸ばしている一方で、そのほかの店舗はあまり変化がない。 

④ 【商店街としての取組】 

・近隣の商店街と合同で、キッチンカーを多数集めた大規模なイベントを企画している。 

・商店街に関心を持ってもらうきっかけとして、商店街と移住者との交流イベントを開催したとこ

ろ、非常に好評だった。 

 

 

① 【景況感】 

・販売量は減少傾向にあり、不況である。法人向けの販売は前年同期と同水準であるものの、個人向

けの販売が大きく減少している。 

・業界全体で経営者の高齢化が進んでいる。経営環境の厳しさから後継者が見つからず、廃業する事

業者が増えている。 

② 【売上高】 

・売上高は減少傾向が続いている。見積もりは一定数あるものの、価格面で折り合いがつかず、受注

に至らないケースが多い。 

・値上げを実施したものの、商品の販売数量が落ち込み、売上高は前年同期比で減少している。 

③ 【仕入価格】 

・仕入価格は 1年前と比べて２０パーセント程度上昇している。仕入れの大半は輸入品であり、円安

の影響もあると考えている。 

・仕入価格は引き続き上昇している。以前よりメーカー側の価格改定の頻度が増えており、値下がり

している商品は一つもない。 

④ 【採算性】 

・最低賃金の改定に伴い、人件費が大幅に増加しているため、採算は悪化している。 

・物価高騰により仕入価格が上昇しているものの、客離れを懸念して値上げができていない。そのた

め、採算は悪化し続けている。 
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① 【景況感】 

・広報活動に力を入れたことで、前年同期と比べて予約数が大きく増加している。特に個人客の予約

が順調に推移しており、好況である。 

② 【売上高】 

・宿泊数が増加したため、売上高は前年同期比で増加している。 

③ 【宿泊単価】 

・宿泊単価は４００円程度の値上げを行った。客離れなどの影響は出ていないため、今後更なる値上

げを検討している。 

④ 【人件費】 

・従業員のモチベーション向上のために、人事制度の整備を検討している。評価に基づき昇給を行う

予定であり、人件費は増加する見込みである。 

・最低賃金の改定により、人件費は増加している。 

⑤ 【原材料価格、その他諸経費】 

・野菜や卵をはじめとする食材の価格が上昇している。特に卵の価格は、鳥インフルエンザの時期に

入るため、更なる価格の上昇が懸念される。 

⑥ 【採算性】 

・値上げを行ったが、コストも増加しているため、採算は変わっていない。 

⑦ 【今後の見通し】 

・広報活動に力を入れた成果が確実に出てきている。今後も広告などへ積極的に投資をすることで、

認知度を高めていく。 

・法人向けのプロモーションを検討している。宿泊単価は下がるものの、まとまった宿泊数を確保で

きるため、売上高増加につながると考えている。 
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① 【景況感】 

・気温の低下により来店客数が減少している。年末の予約状況も低調で、景況感はあまり良くない。 

② 【売上高】 

・来店客数は減少しているものの、テイクアウトが増加しており、売上高は前年同期と同水準を維持

している。 

③ 【客単価】 

・値上げを行っていないため、客単価は変わっていない。来期以降、値上げを行うことが決定してお

り、客単価も上昇する見込みである。 

④ 【人件費】 

・人材確保の観点から時給の引上げを検討している。今後は時給を最大１，５００円程度まで引き上

げる必要があると考えている。 

⑤ 【仕入価格】 

・海苔やオリーブオイルなどの価格が大幅に上昇している。 

⑥ 【採算性】 

・コストが増加している一方で、商品価格を引き上げていないため、採算は悪化している。 

 

 

 

① 【景況感】 

・好況である。社会全体でＤＸへの投資意欲が高まっており、受注は増加傾向にある。 

・昨年から引き続き受注は安定しており、景況感に大きな変化は感じられない。 

② 【売上高】 

・前年同期比で売上高は変わっていない。ＤＸへの需要が高まっているため、新商品の開発を進め、

売上高の増加を目指していく。 

・新規取引を安定して獲得できており、売上高も順調に増加している。 

③ 【受注単価】 

・人件費が増加傾向にあるため、受注単価の値上げを進めている。 

・各種コストが増加しているため、受注単価を継続的に引き上げている。 

④ 【人件費・その他諸費用】 

・賃上げを行ったことにより、人件費は前年同期比で３～４パーセント程度増加している。 

・オフィスの賃料について値上げの打診があった。今回は据置きとなったものの、今後は賃料が上昇

することは避けられないと考えている。 

⑤ 【採算性】 

・開発工程の見直しを行ったことで効率化が進み、採算も改善している。 

・採算は変わっていない。価格転嫁を進めるとともに、社内のＤＸを推進し、収益性の向上を図って

いく予定である。 
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① 【景況感】 

・社員旅行や研修など企業によるバスの需要が増えており、好況である。 

② 【売上高】 

・取引先の業績が好調なため、大口の受注を獲得できており、売上高は前年同期比で増加している。 

③ 【受注単価】 

・受注単価は上昇している。バスやホテルの代金が２０パーセント程度上昇しているため、その分を

価格に転嫁している。 

④ 【採算性】 

・受注単価の値上げを行ったものの、人件費も５パーセント程度増加しており、採算は変わっていな

い。 

⑤ 【今後の見通し】 

・業界内では人手不足が深刻化している。各種コストも増加傾向にあるため、事業環境はますます厳

しくなると予想している。 

 

 

 

① 【景況感】 

・受注状況に特段変化はなく、景況感は普通である。一方で、人手不足が深刻化しており、今後の見

通しは不透明である。 

② 【売上高】 

・従業員の退職と車両整備の影響により、売上高は前年同期比で減少している。 

③ 【受注価格】 

・値上げ交渉を行っているものの、取引解消につながることを懸念し、強い交渉ができていない。値

上げの根拠資料を作成する作業も負担となっており、交渉が思うように進んでいない。 

④ 【人件費】 

・ベースアップにより人件費は増加している。コストが増加傾向にある中で賃上げは厳しいものの、

人材確保のために対応を進めている。 

⑤ 【設備投資】 

・既存車両の老朽化により、トラックの入替えを実施。車両価格が上昇しているため、新車ではなく

中古車を購入した。 

⑥ 【今後の見通し】 

・運送業は許認可制から更新制へ移行するため、多重下請構造の問題が改善され、適正な運賃で取引

が行われるようになると予想している。 
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① 【景況感】 

・民間工事にはやや停滞感が見られる。一方で、公共工事の発注量は大きく増加しており、業界全体

としては好況であると感じている。 

・前年同月比で受注件数は減少しているものの、社内の目標件数を達成しており、業況は堅調であ

る。 

・業界全体で見ると、発注量が供給力を上回っているため、景況感は悪くないと考えている。 

② 【売上高・受注高】 

・規模の大きい公共工事を複数受注したことで、受注高は増加している。物価高による受注単価の上

昇も、受注高増加の要因である。 

・建築部門の受注件数が減少したため、売上げは前年同期比で１０パーセント程度減少している。 

・受注高は前期よりも増加しており、特に公共工事の割合が増えている。 

③ 【人件費】 

・賃上げに加え、休暇日数の増加など福利厚生の充実にも力を入れており、人件費は増加している。

業界内は慢性的な人手不足が続いているため、待遇面を改善しなければ採用は難しい。 

・ベースアップを実施したため、人件費は増加している。有資格者を増やすために、資格取得支援制

度を設けるなど、制度面の充実も図っている。 

④ 【資材価格・その他諸費用】 

・鋼材やアスファルトの価格が上昇傾向にある。 

・建築資材は輸入品が多く、円安と物流コストの高騰により価格が高止まりしている。 

・主要な資材は依然として高値を維持している。需要が高いエレベーターやエスカレーターは、入手

が困難な状況となっている。 

⑤ 【採算性】 

・公共工事については、官公庁が資材価格の高騰を理解しているため、問題なく価格転嫁ができてい

る。一方で、民間工事では施主側の予算制約があるため、十分な採算を確保できない場合もある。 

・資材価格が上昇しているため、採算は悪化している。特に民間工事は採算が合わなくなってきてい

るため、受注を見送るケースが増加している。 
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IV 特別調査 

【調査項目】 

  今回は、経年項目である「 ＳＤＧｓの認知・取組状況」のほか、「事業継続計画（ＢＣＰ）の策定」

について調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【調査結果概要】 
 

１ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の認知・取組状況について 
 

○ ＳＤＧｓの認知度は９４．７％で、前回調査（令和６年７～９月期）から３．３ポイント増加し

た。 

 

○ 「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」の回答割合は２１．６％で、前回調査から２．４ポイント増 

 加した。 

 

○ ＳＤＧｓに取り組むに当たっての課題は、「より優先すべき課題がある」（３０．９％）

が最も多く、次いで「資金的な余裕がない」（２８．４％）、「具体的なメリットが感じら

れない」（２４．３％）の順となった。 

 

２ 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定について 

○ 事業継続計画（ＢＣＰ）について、「策定済み」と「策定中」を合わせた回答割合は１５．７％

で、前回調査（令和５年１～３月期）から１．８ポイント増加した。 

 

 ○ 事業継続計画（ＢＣＰ）について、「策定する予定はない」と回答した企業の割合は４２．５％

であった。策定しない理由は、「人的余裕がない」（３６．０％）が最も多く、次いで「より優先

すべき課題がある」（３３．３％）、「資金的余裕がない」（２８．０％）の順となった。 

 

○ 策定や運用に関し、活用したい支援策については、「補助金等財務的な支援」（３０．９％）及

び「事例集や策定手引きの提供」（３０．９％）が最も多く、次いで、「セミナーの開催」 

 （１５．９％）の順となった。 
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○ ＳＤＧｓの認知度について聞いたところ、「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」（２１．６％）、

「ＳＤＧｓへの取組を検討している」（５．１％）、「ＳＤＧｓの内容は把握しているが、自社で取

り組んでいない」（５６．０％）、「ＳＤＧｓという言葉は聞いたことがあるが、内容は知らない」

（１２．０％）、「今回の調査で初めて認識した」（５．３％）であった。 

 

○ 前回調査（令和６年度７～９月期）の結果（９１．４％）と比べると、ＳＤＧｓの認知度は３．３

ポイント増加した。 

 

○ 「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」（２１．６％）と「ＳＤＧｓへの取組を検討している」（５．

１％）を合わせた回答割合（２６．７％）は、前回調査の結果（２６．８％）と比べると、０．１ポ

イント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＤＧｓの認知度／全体（単一回答） 

ＳＤＧｓの認知度／全体／過去調査との比較／全体（単一回答） 

SDGsに既に取り

組んでいる

21.6%

SDGsへの取組

を検討してい

る

5.1%
SDGsの内容は把握しているが、

自社で取り組んでいない

56.0%

SDGsという言葉

は聞いたことが

あるが、内容は

知らない

12.0%

今回の調査で初めて認識した

5.3%

4.3%

7.9%

14.5%

19.8%

19.2%

21.6%

6.6%

8.2%

9.5%

9.9%

7.6%

5.1%

24.9%

44.0%

48.1%

48.7%

52.0%

56.0%

23.7%

21.1%

17.0%

14.3%

12.6%

12.0%

40.5%

18.8%

10.9%

7.3%

8.6%

5.3%

R2.7-9月期

(n=1,298)

R3.7-9月期

（n=1,501）

R4.7-9月期

（n=1,384）

R5.7-9月期

（n=1,329）

R6.7-9月期

（n=1,347）

R7.10-12月期

（n=1,248）

SDGsに既に取り組んでいる SDGsへの取組を検討している

SDGsの内容は把握しているが、自社で取り組んでいない SDGsという言葉は聞いたことがあるが内容は知らない

今回の調査で初めて認識した
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○ 業種別にみると、「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」と「ＳＤＧｓへの取組を検討している」を合

わせた回答割合は、製造業（３２．１％）が非製造業（２２．４％）よりも９．７ポイント高かっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 製造業、非製造業ともに、規模が大きくなるほど「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」と回答した企

業の割合が高くなる傾向がみられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓの認知度／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

17.8%

26.3%

21.6%

4.6%

5.8%

5.1%

57.6%

54.0%

56.0%

13.5%

10.1%

12.0%

6.5%

3.8%

5.3%

非製造業

(n=696)

製造業

(n=552)

全体

(n=1,248)

SDGsに既に取り組んでいる SDGsへの取組を検討している

SDGsの内容は把握しているが、自社で取り組んでいない SDGsという言葉は聞いたことがあるが、内容は知らない

今回の調査で初めて認識した

ＳＤＧｓの認知度／規模別業（単一回答） 

46.2%

33.0%

19.6%

8.7%

52.1%

39.7%

21.3%

9.1%

50.0%

36.6%

20.3%

8.8%

3.9%

8.2%

4.9%

3.4%

6.4%

9.5%

6.9%

2.3%

5.5%

8.9%

5.8%

3.0%

44.2%

46.4%

59.8%

61.2%

38.3%

48.3%

55.0%

64.2%

40.4%

47.4%

57.6%

62.2%

3.9%

10.3%

12.5%

16.6%

3.2%

2.6%

11.9%

17.0%

3.4%

6.1%

12.2%

16.7%

1.9%

2.1%

3.3%

10.1%

5.0%

7.4%

0.7%

0.9%

4.1%

9.2%

非製造業

（n=689）

製造業

（n=546）

全体

（n=1,235）

SDGsに既に取り組んでいる SDGsへの取組を検討している

SDGsの内容は把握しているが、自社で取り組んでいない SDGsという言葉は聞いたことがあるが、内容は知らない

今回の調査で初めて認識した

１～５人（n=176）

６～２０人（n=160）

２１人～５０（n=116）

５１人以上（n=94）

１～５人（n=356）

６～２０人（n=184）

２１人～５０人（n=97）

５１人以上（n=52）

１～５人（n=532）

６～２０人（n=344）

２１人～５０（n=213）

５１人以上（n=146）
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  ＊（１）で「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」又は「ＳＤＧｓへの取組を検討している」と回答した３

３３社のうち３２３社の回答割合 

 

○ （１）で「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」又は「ＳＤＧｓへの取組を検討している」と回答した

企業に、既に実施している取組又は検討している取組について聞いたところ、以下のような回答があ

った（主な回答を抜粋）。 

 

   ・子ども食堂に災害用備蓄品の賞味期限間近のものを寄付（製造業） 

   ・フードドライブに参加（製造業） 

   ・ＳＤＧｓ私募債の活用（製造業） 

   ・完全生分解性の紙おしぼりの製造販売（サービス業） 

   ・アップサイクル商品の取扱い（小売業） 

   ・ワイン等の空ビンをピッチャーとして再利用（飲食店） 

   ・緑化、植栽管理を通じた地域の環境保全及び廃材、剪定枝のリサイクル向上（建設業） 

   ・リモートワークの推奨（サービス業） 

   ・自社開発による機械を導入し、不良品の削減を実現（卸売業） 

 

 

○ （１）で「ＳＤＧｓに既に取り組んでいる」又は「ＳＤＧｓへの取組を検討している」と回答した

企業に、取組に期待する効果を聞いたところ、全体では「企業価値の向上」（５８．５％）が最も多

く、次いで「企業ＰＲの促進（採用活動等）」（３６．２％）、「従業員のモチベーション向上」

（３５．９％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58.5%

36.2%

35.9%

25.4%

15.5%

7.4%

57.1%

33.7%

36.6%

25.1%

15.4%

6.3%

60.1%

39.2%

35.1%

25.7%

15.5%

8.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

企業価値の向上

企業ＰＲの促進

（採用活動等）

従業員の

モチベーション向上

売上げ・利益の増加

自社以外との連携

その他

全体

製造業

非製造業

ＳＤＧｓへの取組と期待する効果／全体・製造業・非製造業（複数回答） 
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○ ＳＤＧｓに取り組むに当たっての課題を聞いたところ、全体では「より優先すべき課題がある」

（３０．９％）が最も多く、次いで「資金的な余裕がない」（２８．４％）、「具体的なメリットが

感じられない」（２４．３％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓに取り組むに当たっての課題／全体・製造業・非製造業（複数回答回） 

30.9%

28.4%

24.3%

23.1%

22.9%

21.6%

18.2%

6.7%

3.3%

21.1%

33.4%

27.2%

25.8%

22.3%

23.2%

21.9%

18.3%

5.8%

4.0%

17.7%

28.9%

29.3%

23.0%

23.8%

22.6%

21.4%

18.2%

7.3%

2.8%

23.8%

0.0% 20.0% 40.0%

より優先すべき課題がある

資金的な余裕がない

具体的なメリットが感じられない

具体的な目標の策定や

評価が分からない

時間的な余裕がない

社内の認知度不足

取引上必要がない

行政の関与や情報提供が少ない

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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○ ＳＤＧｓに取り組む上で県に期待する支援を聞いたところ、全体では「補助金等財務面での支援」 

（３２．４％）が最も多く、次いで「事例集や手引きの提供」（２５．０％）、「セミナー等の開

催」（１１．５％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓに取り組む上で県に期待する支援／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

32.4%

25.0%

11.5%

8.5%

8.5%

5.5%

2.5%

43.3%

30.2%

26.0%

12.0%

7.3%

8.9%

5.3%

2.2%

43.4%

34.2%

24.3%

11.2%

9.4%

8.1%

5.8%

2.7%

43.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

補助金等財務面での支援

事例集や手引きの提供

セミナー等の開催

企業間での

情報交換・交流の機会

県による取組企業の認証

専門家による

コンサルティング

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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○ ＢＣＰの策定状況について聞いたところ、全体では「策定済み」（１０．８％）と「策定中」 

 （４．９％）を合わせた回答割合は１５．７％であった。前回調査（令和５年１～３月期）と比較す

ると、１．８ポイント増加している。 

 

○ 業種別にみると、製造業では「策定済み」（１５．３％）と「策定中」（６．４％）を合わせた回

答割合は２１．７％であった。また、非製造業では「策定済み」（７．３％）と「策定中」 

 （３．７％）を合わせた回答割合は１１．０％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【過去調査との比較】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 ＢＣＰ策定状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

10.8%

15.3%

7.3%

4.9%

6.4%

3.7%

18.4%

20.4%

16.8%

42.5%

37.2%

46.7%

23.4%

20.8%

25.4%

全 体

（n=1,245)

製造業

(n=549)

非製造業

(n=696)

策定済み 策定中 策定を検討中 策定する予定はない BCPとは何かを知らない

43.6%

22.9%
25.4%

23.4%

全体

（H28.12）

全体

（H31.3）

全体

（R5.3）

全体

（R7.12）

BCPとは何かを知らない

全体

（H28.12）

全体

（H31.3）

全体

（R5.3）

全体

（R7.12）

策定中 4.4% 6.4% 6.1% 4.9%

策定済み 3.9% 6.6% 7.8% 10.8%

策定済み

3.9%

策定済み

6.6%

策定済み

7.8%

策定済み

10.8%
策定中

4.4%

策定中

6.4%

策定中

6.1%

策定中

4.9%
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○ ＢＣＰについて「策定済み」、「策定中」、「策定を検討中」を合わせた回答割合を業種別にみる

と、製造業では「電気機械器具」（５６．６％）、「鉄鋼業・非鉄金属業」（５４．２％）で、非製

造業では「運輸業」（４５．９％）、「情報サービス業」（４１．４％）で回答割合が高くなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○ 規模別にみると、製造業、非製造業ともに、「策定済み」と「策定中」を合わせた回答割合は、規 

   模が大きいほど高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＣＰ策定状況／業種詳細（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

ＢＣＰ策定状況／全体・製造業・非製造業／規模別（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

18.8%

20.0%

11.5%

26.2%

14.3%

13.5%

19.0%

27.1%

14.5%

7.5%

12.8%

4.8%

3.7%

9.3%

4.8%

13.8%

16.2%

2.3%

4.9%

8.3%

4.0%

0.0%

2.4%

2.4%

17.3%

4.8%

10.4%

6.5%

7.6%

4.3%

3.2%

2.9%

3.8%

2.4%

3.5%

10.8%

2.3%

3.5%

25.0%

4.0%

7.7%

16.7%

21.4%

23.1%

9.5%

16.7%

16.1%

41.5%

25.5%

21.0%

11.8%

15.7%

11.9%

24.1%

18.9%

11.4%

23.1%

27.1%

52.0%

38.5%

42.9%

35.7%

36.5%

42.9%

29.2%

43.5%

30.2%

34.0%

40.3%

52.2%

41.1%

45.2%

48.3%

43.2%

65.9%

45.5%

20.8%

20.0%

42.3%

11.9%

26.2%

9.6%

23.8%

16.7%

19.4%

13.2%

23.4%

30.6%

29.4%

30.1%

35.7%

10.3%

10.8%

18.2%

23.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

策定済み 策定中 策定を検討中 策定する予定はない BCPとは何かを知らない

22.6%

11.3%

8.1%

3.6%

44.1%

8.6%

4.0%

36.3%

15.1%

8.3%

3.8%

11.3%

8.2%

3.8%

0.8%

9.7%

13.9%

3.7%

2.3%

10.3%

11.3%

3.7%

1.3%

32.1%

23.7%

19.9%

11.2%

24.7%

27.8%

25.8%

8.6%

27.4%

25.9%

22.6%

10.3%

26.4%

39.2%

43.0%

53.8%

16.1%

30.4%

39.3%

50.9%

19.9%

34.4%

41.3%

52.8%

7.5%

17.5%

25.3%

30.5%

5.4%

9.6%

22.7%

34.3%

6.2%

13.2%

24.1%

31.8%

非製造業

（n=694）

製造業

（n=547）

全体

（n=1,241）

策定済み 策定中 策定を検討中 策定する予定はない BCPとは何かを知らない

１～５人（n=176）

６～２０人（n=163）

２１～５０人（n=115）

５１人以上（n=93）

１～５人（n=533）

６～２０人（n=350）

２１～５０人（n=212）

５１人以上（n=146）

１～５人（n=357）

６～２０人（n=187）

２１～５０人（n=97）

５１人以上（n=53）
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  ＊（１）で「策定済みである」、「策定中である」又は「策定を検討中である」と回答した４２５社の

うち４２５社の回答割合 

 

○ 事業継続に重大な影響を与えるリスクについて聞いたところ、全体では「地震」（７３．５％）が

最も多く、次いで「火災」（５２．８％）、「設備故障」（４７．２％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大な影響を与えるリスク／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

73.5%

52.8%

47.2%

45.3%

43.0%

42.3%

38.7%

37.3%

24.6%

23.0%

14.3%

1.2%

75.6%

59.0%

54.7%

44.9%

38.9%

38.0%

34.6%

32.9%

28.2%

17.9%

14.1%

1.7%

70.8%

45.3%

38.0%

45.8%

47.9%

47.4%

43.8%

42.7%

20.3%

29.2%

14.6%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

地震

火災

設備故障

水害

システム障害

感染症

（新型インフルエンザ等）

その他の自然災害

情報セキュリティ上のリスク

取引先の倒産

経営者の入院等による長期不在

戦争やテロ

（国際情勢や地理的条件による本

社・海外拠点への影響等）

その他

全 体

(n=425)

製造業

(n=231)

非製造業

(n=194)
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  ＊（１）で「策定済みである」、「策定中である」又は「策定を検討中である」と回答した４２５社の

うち３９０社の回答割合 

 

○ 策定済み及び策定予定の事業継続計画（ＢＣＰ）の種類（内容）について聞いたところ、全体では

「自社独自で考えたＢＣＰ」（５３．３％）が最も多く、次いで「事業継続力強化計画」 

 （２８．５％）、「中小企業庁版ＢＣＰ」（２３．３％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 自社独自で考えたＢＣＰ・・・非常時における連絡体制や初期対応、事業の継続方法等を定めたマ

ニュアルなど 

  事業継続力強化計画・・・・・経済産業大臣の認定 

  中小企業庁版ＢＣＰ・・・・・中小企業ＢＣＰ策定運用指針を活用した書式 

  国土交通省版ＢＣＰ・・・・・国土交通省関東地方整備局が認定する「建設会社における災害時の

事業継続力認定」 

  レジリエンス認証・・・・・・内閣官房国土強靭化推進室のガイドラインに基づく認証制度 

  ＩＳＯ２２３０１・・・・・・事業継続マネジメントシステム（ＢＣＭＳ）に関する国際規格 

  

ＢＣＰの種類（内容）／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

53.3%

28.5%

23.3%

3.8%

0.8%

0.5%

3.6%

50.7%

30.8%

24.6%

1.4%

0.9%

0.0%

3.3%

56.4%

25.7%

21.8%

6.7%

0.6%

1.1%

3.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

自社独自で考えたBCP

事業継続力強化計画

中小企業庁版BCP

国土交通省版BCP

ISO22301

レジリエンス認証

その他

全 体

(n=390) 

製造業

(n=211)

非製造業

(n=179)
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  ＊（１）で「策定済みである」、「策定中である」又は「策定を検討中である」と回答した４２５社の

うち４１２社の回答割合 

 

○ どのようにＢＣＰ策定を進めたか（予定を含む）について聞いたところ、全体では「自社で作成」

（６８．４％）が最も多く、次いで「民間のコンサルタント等の支援を受けながら作成」 

 （１６．３％）、「公的な支援機関の支援を受けながら策定」（１５．３％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＢＣＰ策定の進め方／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

68.4%

16.3%

15.3%

69.6%

14.3%

16.1%

67.0%

18.6%

14.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

自社で作成

民間のコンサルタン

ト等の支援を受けな

がら策定

公的な支援機関の支

援を受けながら策定

全 体

(n=412)   

製造業

(n=224)   

非製造業

(n=188)
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  ＊（１）で「策定済みである」、「策定中である」又は「策定を検討中である」と回答した４２５社の

うち４１７社の回答割合 

 

○ ＢＣＰを策定するに至ったきっかけについて聞いたところ、全体では「自然災害や感染症拡大のリ

スクに備える必要性を感じたため」（６８．３％）が最も多く、次いで「取引先や関連企業からの働

き掛けを受けたため」（１９．７％）、「自然災害や感染症拡大の経験があり、必要性を感じたた

め」（１７．３％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＢＣＰ策定に至ったきっかけ／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
68.3%

19.7%

17.3%

11.0%

6.7%

64.0%

27.2%

14.9%

13.6%

5.7%

73.5%

10.6%

20.1%

7.9%

7.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

自然災害や感染症拡大のリスクに

備える必要性を感じたため

取引先や関連企業からの

働き掛けを受けたため

自然災害や感染症拡大の経験が

あり、必要性を感じたため

策定によって受けられる優遇措置

等にメリットを感じたため

その他

全 体

(n=417) 

製造業

(n=228)

非製造業

(n=189)
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  ＊（１）で「策定する予定はない」と回答した５２９社のうち５２５社の回答割合 

 

○ ＢＣＰを策定しない理由について聞いたところ、全体では「人的余裕がない」（３６．０％）が最

も多く、次いで「より優先すべき課題がある」（３３．３％）、「資金的余裕がない」 

 （２８．０％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＣＰを策定しない理由／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答）5.3 

ＢＣＰを策定しない理由／全体・製造業・非製造業／規模別（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答）5.3 

36.0%

33.3%

28.0%

27.4%

27.0%

26.3%

15.4%

4.6%

36.5%

39.9%

30.0%

28.6%

26.6%

23.2%

13.8%

4.9%

35.7%

29.2%

26.7%

26.7%

27.3%

28.3%

16.5%

4.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

人的余裕がない

より優先すべき課題

がある

資金的余裕がない

具体的な策定方法が

分からない

時間的余裕がない

策定の必要性が感じ

られない

具体的なメリットが

感じられない

その他

全 体

(n=525) 

製造業

(n=203)

非製造業

(n=322)

28.6%

29.7%

34.2%

23.0%

26.7%

31.4%

31.7%

25.8%

27.6%

30.6%

33.1%

23.9%

42.9%

40.5%

32.9%

35.6%

26.7%

48.6%

30.2%

38.2%

34.5%

44.4%

31.7%

36.4%

21.4%

21.6%

20.3%

30.9%

6.7%

14.3%

31.7%

39.3%

13.8%

18.1%

25.4%

33.6%

21.4%

27.0%

26.6%

28.3%

26.7%

20.0%

25.4%

30.3%

24.1%

23.6%

26.1%

28.9%

42.9%

16.2%

41.8%

25.1%

66.7%

37.1%

49.2%

30.3%

55.2%

26.4%

45.1%

26.8%

28.6%

24.3%

22.8%

31.4%

13.3%

14.3%

22.2%

29.2%

20.7%

19.4%

22.5%

30.7%

7.1%

16.2%

15.2%

17.8%

20.0%

11.4%

15.9%

12.4%

13.8%

13.9%

15.5%

16.1%

7.1%

5.4%

6.3%

3.1%

6.7%

11.4%

1.6%

3.4%

6.9%

8.3%

4.2%

3.2%

非製造業

（n=321）

製造業

（n=202）

全体

（n=523）

１～５人（n=89）
６～２０人（n=63)

２１～５０人（n=35）

５１人以上（n=15）

１～５人（n=280）

６～２０人（n=142）

２１～５０人（n=72）

５１人以上（n=29）

１～５人（n=191）
６～２０人（n=79）
２１～５０人（n=37）

５１人以上（n=14）

具体的なメリットが感じられない

具体的な策定方法が分からない 人的余裕がない 資金的余裕がない 時間的余裕がない

より優先すべき課題がある

策定の必要性が感じられない その他
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○ 事業継続計画（ＢＣＰ）策定や運用に関し、どのような支援があれば活用したいか聞いたところ、

全体では「補助金等財務的な支援」（３０．９％）及び「事例集や策定手引きの提供」 

 （３０．９％）が最も多く、次いで「セミナーの開催」（１５．９％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

活用したい支援策／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答）5.3 

30.9%

30.9%

15.9%

11.5%

6.2%

1.1%

41.0%

29.3%

30.3%

19.6%

11.1%

5.9%

0.8%

40.6%

32.1%

31.5%

13.0%

11.8%

6.4%

1.4%

41.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

補助金等財務的な支援

事例集や策定手引きの提供

セミナーの開催

専門家によるコンサルティング

企業間での情報交換の機会

その他

特になし

全 体

(n=1,160)

製造業

(n=505)

非製造業

(n=655)
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V 付表 売上げＤＩ・資金繰りＤＩ・採算ＤＩ・設備投資実施率の推移 

〔売上げＤＩの推移（詳細）〕 

 

R6. R7. R7. R7. R7. R8.

10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期
（当　期） （見通し）

▲ 8.1 ▲ 22.3 ▲ 19.5 ▲ 20.3 ▲ 5.9 14.3 2.2 ▲ 19.2

▲ 5.7 ▲ 24.5 ▲ 19.9 ▲ 21.8 ▲ 0.2 21.6 5.5 ▲ 19.1

16.3 ▲ 34.9 18.2 ▲ 5.0 22.4 27.4 6.2 ▲ 18.0

▲ 14.8 ▲ 33.3 ▲ 21.2 ▲ 37.9 4.0 41.9 18.8 ▲ 12.0

▲ 21.4 ▲ 16.1 ▲ 40.0 ▲ 32.3 ▲ 23.1 9.2 ▲ 1.6 ▲ 7.4

▲ 6.1 ▲ 32.7 ▲ 18.8 ▲ 30.0 14.3 44.3 20.4 ▲ 38.1

2.4 ▲ 37.8 ▲ 43.6 ▲ 38.5 ▲ 19.0 19.4 ▲ 21.5 ▲ 17.1

4.4 ▲ 8.3 0.0 ▲ 41.5 ▲ 7.8 33.6 ▲ 12.3 ▲ 11.5

▲ 4.4 ▲ 18.4 ▲ 29.5 ▲ 25.6 ▲ 2.3 23.3 2.1 ▲ 34.9

▲ 10.5 ▲ 21.6 ▲ 14.8 ▲ 13.7 6.1 19.8 16.6 ▲ 28.6

▲ 2.7 ▲ 27.9 ▲ 4.2 ▲ 5.0 7.8 12.8 10.5 ▲ 28.6

▲ 23.1 ▲ 17.4 ▲ 22.6 ▲ 10.7 0.0 10.7 23.1 ▲ 7.4

9.3 ▲ 22.7 ▲ 33.3 ▲ 21.4 0.0 21.4 ▲ 9.3 ▲ 12.5

▲ 20.0 ▲ 19.6 ▲ 41.2 ▲ 20.3 ▲ 12.9 7.4 7.1 ▲ 9.7

   非  製  造  業 ▲ 10.0 ▲ 20.6 ▲ 19.2 ▲ 19.1 ▲ 10.5 8.7 ▲ 0.5 ▲ 19.4

▲ 12.1 ▲ 15.3 ▲ 32.2 ▲ 18.3 ▲ 16.9 1.4 ▲ 4.8 ▲ 13.6

 総合工事業 ▲ 20.5 ▲ 9.1 ▲ 31.3 ▲ 25.0 ▲ 15.2 9.8 5.2 2.2

 職別工事業 ▲ 12.5 ▲ 22.2 ▲ 38.5 ▲ 26.0 ▲ 26.7 ▲ 0.7 ▲ 14.2 ▲ 33.3

 設備工事業 ▲ 4.1 ▲ 13.0 ▲ 26.1 ▲ 4.2 ▲ 9.8 ▲ 5.6 ▲ 5.7 ▲ 10.2

▲ 17.0 ▲ 30.0 ▲ 20.9 ▲ 30.5 ▲ 22.6 7.9 ▲ 5.6 ▲ 24.6

（卸売業） ▲ 13.1 ▲ 17.4 ▲ 16.0 ▲ 22.3 ▲ 11.0 11.3 2.1 ▲ 23.9

 繊維・衣服等 ▲ 38.1 ▲ 13.3 ▲ 16.7 ▲ 40.0 ▲ 42.9 ▲ 2.9 ▲ 4.8 ▲ 42.9

 飲食料品 ▲ 9.7 3.8 30.4 ▲ 22.7 4.2 26.9 13.8 ▲ 25.0

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 8.0 ▲ 41.4 ▲ 39.3 ▲ 25.0 ▲ 25.0 0.0 ▲ 17.0 ▲ 25.0

 機械器具 9.1 0.0 ▲ 46.2 ▲ 4.8 16.0 20.8 6.9 ▲ 4.0

その他 ▲ 21.7 ▲ 36.8 0.0 ▲ 23.1 ▲ 22.7 0.3 ▲ 1.0 ▲ 31.8

（小売業） ▲ 20.4 ▲ 40.6 ▲ 25.4 ▲ 37.3 ▲ 32.3 5.0 ▲ 11.9 ▲ 25.2

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 15.8 ▲ 32.4 ▲ 28.1 ▲ 47.2 ▲ 20.6 26.6 ▲ 4.8 ▲ 17.6

 飲食料品 ▲ 18.9 ▲ 61.8 ▲ 3.2 ▲ 42.4 ▲ 41.2 1.2 ▲ 22.3 ▲ 44.1

 機械器具 ▲ 31.0 ▲ 20.7 ▲ 37.5 ▲ 17.4 ▲ 42.9 ▲ 25.5 ▲ 11.8 ▲ 10.3

 その他 ▲ 18.2 ▲ 44.7 ▲ 30.8 ▲ 35.7 ▲ 26.5 9.2 ▲ 8.3 ▲ 26.5

▲ 4.7 ▲ 29.5 ▲ 12.5 ▲ 21.4 ▲ 2.3 19.2 2.4 ▲ 36.4

3.4 6.3 ▲ 20.0 0.0 0.0 0.0 ▲ 3.4 1.7

6.7 ▲ 15.6 4.3 ▲ 2.1 ▲ 10.5 ▲ 8.4 ▲ 17.2 ▲ 26.3

▲ 20.5 ▲ 17.1 ▲ 25.6 ▲ 17.6 2.3 19.9 22.7 ▲ 13.6

▲ 4.2 ▲ 18.4 ▲ 10.7 ▲ 12.4 5.6 18.0 9.8 ▲ 19.6

 専門サービス業 ▲ 14.6 5.3 ▲ 21.4 8.9 ▲ 2.3 ▲ 11.2 12.4 ▲ 2.3

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 3.1 ▲ 42.1 ▲ 19.4 ▲ 38.7 ▲ 10.7 28.0 ▲ 7.6 ▲ 14.3

 その他生活関連・娯楽業 5.6 ▲ 27.5 5.4 ▲ 28.1 28.9 57.1 23.4 ▲ 28.9

 その他の事業サービス業 ▲ 3.0 ▲ 8.3 ▲ 5.9 ▲ 2.7 3.0 5.7 6.1 ▲ 36.4

単位：ＤＩ

 電気機械器具　

卸

売

 一般機械器具

 建　設　業

 サービス業

 卸売・小売業

 不動産業

 飲　食　店

 家具・装備品

 プラスチック製品

 輸送用機械器具

小

売

   製　　造　　業

 食料品製造

 繊維工業

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 化学工業

 金属製品

 鉄鋼業・非鉄金属

 情報サービス業

 運輸業

売上げＤＩの推移

前期比
業　　　　　　　種

 全 　 　　　　体

増　 減

前年
同期比
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〔資金繰りＤＩの推移（詳細）〕 

 

R6. R7. R7. R7. R7. R8.

10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期

（当　期） （見通し）

▲ 17.2 ▲ 19.5 ▲ 18.4 ▲ 19.5 ▲ 11.8 7.7 5.4 ▲ 18.6

▲ 17.6 ▲ 21.9 ▲ 19.2 ▲ 23.3 ▲ 9.8 13.5 7.8 ▲ 18.3

▲ 11.4 ▲ 25.6 ▲ 2.3 ▲ 23.1 ▲ 2.0 21.0 9.3 ▲ 20.0

▲ 29.6 ▲ 51.6 ▲ 33.3 ▲ 35.7 0.0 35.7 29.6 ▲ 25.0

▲ 40.7 ▲ 19.4 ▲ 34.5 ▲ 24.1 ▲ 14.8 9.3 25.9 ▲ 18.5

▲ 25.0 ▲ 32.7 ▲ 19.1 ▲ 28.0 ▲ 12.2 15.8 12.8 ▲ 24.4

▲ 14.6 ▲ 31.1 ▲ 35.1 ▲ 36.6 ▲ 33.3 3.3 ▲ 18.7 ▲ 23.8

▲ 6.7 ▲ 5.6 7.7 ▲ 9.5 ▲ 3.8 5.7 2.8 ▲ 7.7

▲ 11.6 ▲ 24.5 ▲ 25.6 ▲ 28.2 ▲ 11.6 16.6 0.0 ▲ 37.2

▲ 15.8 ▲ 11.8 ▲ 20.8 ▲ 19.2 8.2 27.4 24.0 ▲ 6.1

▲ 12.5 ▲ 16.4 ▲ 11.3 ▲ 6.6 ▲ 1.6 4.9 10.9 ▲ 22.6

▲ 25.5 ▲ 17.4 ▲ 15.1 ▲ 17.0 ▲ 7.4 9.6 18.1 ▲ 7.4

▲ 2.3 ▲ 15.9 ▲ 18.8 ▲ 30.0 ▲ 6.4 23.6 ▲ 4.1 ▲ 17.0

▲ 26.7 ▲ 20.0 ▲ 33.3 ▲ 32.2 ▲ 30.6 1.6 ▲ 4.0 ▲ 17.7

   非  製  造  業 ▲ 16.9 ▲ 17.6 ▲ 17.8 ▲ 16.5 ▲ 13.4 3.1 3.5 ▲ 18.9

▲ 19.3 ▲ 15.6 ▲ 23.6 ▲ 13.7 ▲ 18.4 ▲ 4.7 0.9 ▲ 21.3

 総合工事業 ▲ 30.2 ▲ 16.7 ▲ 25.0 ▲ 9.1 ▲ 32.6 ▲ 23.5 ▲ 2.3 ▲ 15.6

 職別工事業 ▲ 20.8 ▲ 24.1 ▲ 34.0 ▲ 26.5 ▲ 20.5 6.1 0.4 ▲ 34.9

 設備工事業 ▲ 8.2 ▲ 4.4 ▲ 9.5 ▲ 4.3 ▲ 4.1 0.3 4.1 ▲ 14.6

▲ 19.1 ▲ 21.5 ▲ 19.7 ▲ 18.8 ▲ 20.5 ▲ 1.7 ▲ 1.4 ▲ 19.8

（卸売業） ▲ 14.0 ▲ 12.4 ▲ 10.3 ▲ 13.4 ▲ 14.3 ▲ 0.9 ▲ 0.2 ▲ 15.9

 繊維・衣服等 ▲ 33.3 ▲ 30.8 ▲ 23.5 ▲ 13.3 ▲ 42.9 ▲ 29.5 ▲ 9.5 ▲ 53.3

 飲食料品 ▲ 19.4 ▲ 11.5 17.4 ▲ 9.1 ▲ 25.0 ▲ 15.9 ▲ 5.6 ▲ 8.3

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 4.2 ▲ 20.7 ▲ 17.9 ▲ 17.9 ▲ 13.0 4.8 ▲ 8.9 ▲ 8.7

 機械器具 9.1 11.5 ▲ 16.0 4.8 8.3 3.6 ▲ 0.8 8.3

 その他 ▲ 21.7 ▲ 21.1 ▲ 13.0 ▲ 26.9 ▲ 10.0 16.9 11.7 ▲ 33.3

（小売業） ▲ 23.5 ▲ 29.3 ▲ 27.8 ▲ 23.6 ▲ 25.6 ▲ 2.0 ▲ 2.1 ▲ 23.1

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 21.6 ▲ 22.9 ▲ 29.0 ▲ 37.5 ▲ 20.6 16.9 1.0 ▲ 17.6

 飲食料品 ▲ 24.3 ▲ 38.2 ▲ 25.0 ▲ 22.6 ▲ 29.4 ▲ 6.8 ▲ 5.1 ▲ 41.2

 機械器具 ▲ 20.7 ▲ 21.4 ▲ 35.5 ▲ 13.0 ▲ 29.6 ▲ 16.6 ▲ 8.9 ▲ 7.1

 その他 ▲ 27.3 ▲ 33.3 ▲ 23.1 ▲ 19.5 ▲ 23.5 ▲ 4.0 3.7 ▲ 23.5

▲ 27.9 ▲ 34.1 ▲ 21.1 ▲ 34.1 ▲ 22.7 11.4 5.2 ▲ 45.5

▲ 1.7 0.0 ▲ 4.0 ▲ 10.2 ▲ 5.3 4.9 ▲ 3.6 0.0

▲ 13.3 ▲ 11.1 ▲ 17.8 ▲ 4.3 ▲ 7.9 ▲ 3.5 5.4 ▲ 21.1

▲ 15.9 ▲ 7.5 ▲ 16.3 ▲ 17.6 2.3 20.0 18.2 ▲ 7.0

▲ 15.0 ▲ 18.1 ▲ 13.6 ▲ 16.3 ▲ 3.5 12.8 11.5 ▲ 17.6

 専門サービス業 ▲ 17.5 ▲ 5.4 ▲ 17.5 ▲ 9.1 ▲ 18.2 ▲ 9.1 ▲ 0.7 ▲ 6.8

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 12.5 ▲ 34.2 ▲ 22.2 ▲ 32.3 ▲ 14.3 18.0 ▲ 1.8 ▲ 25.0

 その他生活関連・娯楽業 0.0 ▲ 17.9 0.0 ▲ 19.4 15.8 35.1 15.8 ▲ 28.9

 その他の事業サービス業 ▲ 30.3 ▲ 14.3 ▲ 14.7 ▲ 8.6 3.1 11.7 33.4 ▲ 12.5

単位：ＤＩ

 輸送用機械器具

 プラスチック製品

 建　設　業

 電気機械器具　

資金繰りＤＩの推移

 化学工業

 食料品製造

 繊維工業

増　 減

 家具・装備品

 全 　 　　　　体

 印刷業

前期比
前年

同期比
業　　　　　　　種

 情報サービス業

 不動産業

   製　　造　　業

小

売

卸

売

 サービス業

 飲　食　店

 卸売・小売業

 鉄鋼業・非鉄金属

 パルプ・紙・紙加工品

 金属製品

 運輸業

 一般機械器具
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〔採算ＤＩの推移（詳細）〕  

 

R6. R7. R7. R7. R7. R8.

10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期
（当　期） （見通し）

▲ 23.3 ▲ 26.6 ▲ 25.6 ▲ 24.2 ▲ 17.0 7.2 6.3 ▲ 23.2

▲ 22.3 ▲ 26.9 ▲ 24.7 ▲ 23.9 ▲ 10.6 13.2 11.7 ▲ 19.8

▲ 20.5 ▲ 44.2 ▲ 6.8 ▲ 25.6 ▲ 4.2 21.5 16.3 ▲ 28.0

▲ 29.6 ▲ 35.5 ▲ 30.3 ▲ 25.0 ▲ 21.7 3.3 7.9 ▲ 45.8

▲ 44.4 ▲ 23.3 ▲ 24.1 ▲ 31.0 ▲ 26.9 4.1 17.5 ▲ 11.1

▲ 31.3 ▲ 49.0 ▲ 29.8 ▲ 34.7 ▲ 9.8 24.9 21.5 ▲ 34.1

▲ 19.5 ▲ 33.3 ▲ 47.4 ▲ 27.5 ▲ 22.5 5.0 ▲ 3.0 ▲ 17.1

▲ 20.0 ▲ 5.6 ▲ 5.3 ▲ 28.6 ▲ 3.8 24.7 16.2 ▲ 3.9

▲ 19.0 ▲ 28.6 ▲ 27.9 ▲ 17.9 ▲ 9.3 8.6 9.7 ▲ 32.6

▲ 21.1 ▲ 19.6 ▲ 18.9 ▲ 20.4 4.1 24.5 25.1 ▲ 24.5

▲ 9.6 ▲ 25.4 ▲ 15.5 ▲ 8.2 ▲ 4.8 3.4 4.8 ▲ 26.2

▲ 28.0 ▲ 15.2 ▲ 25.5 ▲ 9.4 ▲ 1.9 7.6 26.1 1.9

0.0 ▲ 15.9 ▲ 29.2 ▲ 32.5 ▲ 8.7 23.8 ▲ 8.7 ▲ 19.1

▲ 37.3 ▲ 25.0 ▲ 41.2 ▲ 33.9 ▲ 30.6 3.3 6.6 ▲ 12.9

   非  製  造  業 ▲ 24.1 ▲ 26.3 ▲ 26.2 ▲ 24.4 ▲ 22.0 2.4 2.0 ▲ 25.9

▲ 23.6 ▲ 20.4 ▲ 33.8 ▲ 18.8 ▲ 25.0 ▲ 6.2 ▲ 1.4 ▲ 23.5

 総合工事業 ▲ 32.6 ▲ 16.3 ▲ 41.7 ▲ 25.0 ▲ 39.5 ▲ 14.5 ▲ 7.0 ▲ 17.8

 職別工事業 ▲ 22.9 ▲ 35.2 ▲ 36.0 ▲ 32.7 ▲ 31.8 0.8 ▲ 8.9 ▲ 39.5

 設備工事業 ▲ 16.3 ▲ 6.7 ▲ 22.0 2.2 ▲ 6.1 ▲ 8.3 10.2 ▲ 14.6

▲ 32.8 ▲ 35.4 ▲ 30.2 ▲ 34.6 ▲ 31.6 3.0 1.2 ▲ 37.0

（卸売業） ▲ 32.5 ▲ 27.7 ▲ 28.1 ▲ 25.0 ▲ 20.8 4.2 11.7 ▲ 36.2

 繊維・衣服等 ▲ 70.0 ▲ 30.8 ▲ 35.3 ▲ 40.0 ▲ 60.0 ▲ 20.0 10.0 ▲ 64.3

 飲食料品 ▲ 35.5 ▲ 15.4 ▲ 4.3 ▲ 22.7 ▲ 20.8 1.9 14.7 ▲ 30.4

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 33.3 ▲ 37.9 ▲ 44.4 ▲ 28.6 ▲ 26.1 2.5 7.2 ▲ 39.1

 機械器具 0.0 ▲ 23.1 ▲ 40.0 ▲ 9.5 12.5 22.0 12.5 ▲ 20.8

 その他 ▲ 26.1 ▲ 33.3 ▲ 13.6 ▲ 26.9 ▲ 25.0 1.9 1.1 ▲ 38.1

（小売業） ▲ 33.1 ▲ 41.8 ▲ 32.1 ▲ 43.0 ▲ 40.6 2.3 ▲ 7.5 ▲ 37.7

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 29.7 ▲ 41.7 ▲ 29.0 ▲ 53.1 ▲ 35.3 17.8 ▲ 5.6 ▲ 38.2

 飲食料品 ▲ 32.4 ▲ 55.9 ▲ 29.0 ▲ 48.4 ▲ 45.5 2.9 ▲ 13.0 ▲ 58.8

 機械器具 ▲ 27.6 ▲ 39.3 ▲ 40.0 ▲ 29.2 ▲ 40.7 ▲ 11.6 ▲ 13.2 ▲ 17.9

 その他 ▲ 42.4 ▲ 30.6 ▲ 30.8 ▲ 39.0 ▲ 41.2 ▲ 2.2 1.2 ▲ 32.4

▲ 46.5 ▲ 46.5 ▲ 21.1 ▲ 45.0 ▲ 36.4 8.6 10.1 ▲ 55.8

6.8 4.3 ▲ 6.0 0.0 ▲ 7.0 ▲ 7.0 ▲ 13.8 3.5

▲ 18.2 ▲ 22.7 ▲ 20.5 ▲ 28.3 ▲ 18.4 9.8 ▲ 0.2 ▲ 31.6

▲ 18.6 ▲ 17.5 ▲ 25.6 ▲ 14.7 ▲ 2.3 12.4 16.3 ▲ 4.7

▲ 18.3 ▲ 24.3 ▲ 22.6 ▲ 16.3 ▲ 12.0 4.3 6.3 ▲ 17.6

 専門サービス業 ▲ 24.4 ▲ 2.7 ▲ 17.5 ▲ 2.3 ▲ 11.4 ▲ 9.1 13.0 0.0

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 18.8 ▲ 42.1 ▲ 28.6 ▲ 35.5 ▲ 25.0 10.5 ▲ 6.3 ▲ 35.7

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 8.3 ▲ 28.9 ▲ 18.9 ▲ 29.0 ▲ 2.6 26.4 5.7 ▲ 31.6

 その他の事業サービス業 ▲ 21.2 ▲ 22.9 ▲ 26.5 ▲ 5.7 ▲ 12.5 ▲ 6.8 8.7 ▲ 9.4

単位：ＤＩ

卸

売

小

売

 情報サービス業

 不動産業

 運輸業

 輸送用機械器具

 卸売・小売業

 飲　食　店

 サービス業

 一般機械器具

 建　設　業

採算ＤＩの推移

前期比

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 食料品製造

 繊維工業

前年
同期比

 電気機械器具　

 化学工業

 全 　 　　　　体

増　減

業　　　　　　　種

   製　　造　　業

 プラスチック製品

 金属製品

 家具・装備品

 鉄鋼業・非鉄金属
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〔設備投資実施率の推移（詳細）〕 

 

R6. R7. R7. R7. R7. R8.

10～12月期 1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期

（当　期） （見通し）

23.9 21.6 23.7 24.6 26.6 2.0 2.7 21.8

26.4 24.1 27.8 28.1 31.2 3.1 4.7 26.1

42.9 31.0 34.1 46.2 43.8 ▲ 2.4 0.9 39.6

16.0 9.4 18.2 20.7 24.0 3.3 8.0 12.0

14.8 6.5 20.0 19.4 23.1 3.7 8.3 22.2

18.4 18.8 22.9 22.0 35.7 13.7 17.3 11.9

17.1 20.5 18.4 22.0 19.0 ▲ 2.9 2.0 21.4

40.9 38.9 41.0 35.7 44.2 8.5 3.3 32.7

22.7 24.5 27.3 25.6 27.9 2.3 5.2 23.3

34.2 24.0 37.0 41.2 42.9 1.7 8.6 37.5

31.1 24.2 31.0 27.9 25.4 ▲ 2.5 ▲ 5.7 28.6

17.6 23.9 24.1 21.8 25.9 4.1 8.3 29.6

44.2 38.6 39.6 43.9 33.3 ▲ 10.6 ▲ 10.9 25.0

13.6 23.2 13.7 13.6 23.3 9.8 9.8 18.6

   非  製  造  業 22.0 19.7 20.5 21.9 23.1 1.1 1.1 18.5

15.6 14.1 23.8 21.6 16.5 ▲ 5.0 1.0 15.8

 総合工事業 20.0 18.2 25.0 27.3 15.6 ▲ 11.7 ▲ 4.4 8.7

 職別工事業 14.9 13.5 17.3 12.5 13.6 1.1 ▲ 1.3 11.4

 設備工事業 12.5 10.9 29.8 25.5 20.0 ▲ 5.5 7.5 26.5

20.7 17.7 18.2 20.2 23.2 3.0 2.5 17.3

（卸売業） 22.7 17.4 20.2 25.7 24.5 ▲ 1.1 1.9 17.6

 繊維・衣服等 19.0 15.4 11.1 25.0 26.7 1.7 7.6 6.7

 飲食料品 24.1 20.0 34.8 22.7 20.8 ▲ 1.9 ▲ 3.3 27.3

 建築材料、鉱物・金属材料等 32.0 15.4 17.9 32.1 25.0 ▲ 7.1 ▲ 7.0 20.8

 機械器具 18.2 23.1 19.2 23.8 28.0 4.2 9.8 12.0

 その他 18.2 10.5 16.7 23.1 22.7 ▲ 0.3 4.5 18.2

（小売業） 18.9 17.9 16.4 15.7 22.1 6.5 3.2 17.1

 織物・衣服・身の回り品 2.8 5.7 3.1 2.8 11.8 9.0 9.0 9.1

 飲食料品 11.1 12.1 9.4 6.1 11.8 5.7 0.7 8.8

 機械器具 37.0 31.0 29.0 30.4 41.4 10.9 4.3 39.3

 その他 30.3 24.3 23.1 26.2 26.5 0.3 ▲ 3.8 14.7

21.4 25.0 17.5 9.8 23.3 13.5 1.8 14.0

18.6 20.4 20.0 26.5 22.4 ▲ 4.1 3.8 19.0

39.5 35.6 39.1 33.3 44.7 11.4 5.2 42.1

9.1 7.3 18.6 14.7 16.7 2.0 7.6 7.3

30.7 25.2 17.0 25.0 25.5 0.5 ▲ 5.2 21.0

 専門サービス業 29.3 23.7 21.4 26.7 29.5 2.9 0.3 11.4

 洗濯・理美容・浴場業 43.8 26.3 14.3 25.8 32.1 6.3 ▲ 11.6 25.0

 その他生活関連・娯楽業 25.0 25.0 18.9 25.0 22.2 ▲ 2.8 ▲ 2.8 36.8

 その他の事業サービス業 25.8 25.7 12.1 22.2 18.2 ▲ 4.0 ▲ 7.6 12.1
単位：％

 サービス業

 建　設　業

 卸売・小売業

卸

売

小

売

 飲　食　店

 情報サービス業

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 プラスチック製品

 運輸業

 不動産業

 鉄鋼業・非鉄金属

 化学工業

 金属製品

 電気機械器具　

 輸送用機械器具

 一般機械器具

   製　　造　　業

前期比

 食料品製造

 繊維工業

 家具・装備品

設備投資の実施率

業　　　　　　　種
増　減

 全 　 　　　　体

前年
同期比
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〔売上げＤＩの推移（平成２３年７月～）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資金繰りＤＩの推移（平成２３年７月～）〕 
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〔採算ＤＩの推移（平成２３年７月～）〕  
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VI 参考 アンケート調査票 
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アンケート調査対象業種 第14回改訂日本標準産業分類（R5.7改訂）

電子部品・デバイス・電子回路製造業(28)、

電気機械器具製造業(29)、情報通信機械器具製造業(30)

はん用機械器具製造業(25)、生産用機械器具製造業(26)、

業務用機械器具製造業(27)

その他の生活関連サービス業(79)、娯楽業(80)

サ
ー

ビ
ス
業

飲食料品小売業(58)

機械器具小売業(59)

その他の事業サービス業(92)

小

売

業

アンケート調査対象業種と日本標準産業分類の対応

道路貨物運送業(44)

不動産取引業(68)

専門サービス業(72)

洗濯・理容・美容・浴場業(78)

その他の小売業(60)

繊維・衣服等卸売業(51)

飲食料品卸売業(52)

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業(53)

機械器具卸売業(54)

飲食店(76)

情報サービス業(39)

建

設

業

卸

売

業

製

造

業

非

製

造

業

化学工業(16)

その他の卸売業(55)

織物・衣服・身の回り品小売業(57)

輸送用機械器具製造業(31)

総合工事業(06)

職別工事業(07)

設備工事業(08)

食料品製造業(09)

繊維工業(11)

専門サービス業

洗濯・理美容・浴場業

機械器具

その他

織物・衣服・身の回り品

飲食料品

建築材料、鉱物・金属材料等

機械器具

家具・装備品製造業(13)

パルプ・紙・紙加工品製造業(14)

印刷・同関連業(15)

プラスチック製品製造業(18)

鉄鋼業(22)、非鉄金属製造業(23)

金属製品製造業(24)

その他

繊維・衣服等

飲食料品

その他の事業サービス業　

　飲 食 店

　情報サービス業

　運輸業

　不動産業

その他の生活関連・娯楽業

総合工事業

職別工事業

設備工事業

電気機械器具

輸送用機械器具

プラスチック製品

化学工業

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

一般機械器具

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業
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